
情報通信審議会 有線放送部会（第１５回）議事録 

 

第１ 開催日時及び場所 

   平成 19 年 3 月 30 日(金) 17 時 00 分～18 時 20 分 

 於、総務省 8階第 1特別会議室 

第２ 出席した委員（敬称略） 

根元 義章（部会長）、関根 千佳（部会長代理）、大谷 和子、 

長村 泰彦、根岸 哲 

                          （以上５名） 

第３ 出席した関係職員 

(1) 情報通信政策局  

藤島 昇（地域放送課長）、本間 祐次（地域放送課技術企画官） 

(2) 事務局 

松村 浩（情報通信政策局総務課課長補佐） 

第４ 議題（(1)は公開、(2)は非公開。） 

(1)  報告事項 

ア．有線テレビジョン放送法第 26 条の２ただし書（諮問を要しない軽微な事項）

に係る有線テレビジョン放送施設の設置の許可状況等について 

イ．ケーブルテレビの現状について 

ウ．「ケーブルテレビシステムの技術的条件」のうち「FTTH 等の伝送帯域の拡大に

伴う BS-IF 等パススルー伝送並びに情報源符号化方式及び伝送路符号化方式の

高度化に関する技術的条件」について 

【平成 19 年 3 月 28 日情報通信技術分科会一部答申（諮問第２０２４号）】 

(2)  諮問事項 

    ア．石川県かほく市の有線テレビジョン放送施設の設置許可について 

【諮問第１１６７号】 

イ. 石川県輪島市の有線テレビジョン放送施設の設置許可について 

       【諮問第１１６８号】 
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開  会 

 

○根元部会長  それでは、ただいまから情報通信審議会有線放送部会、第１５回の会議

を開催いたします。 

  本日は、委員全員が出席されておりますので、定足数を満たしております。 

  また、本日の会議は、情報通信審議会議事規則第９条第１項第２号、有線テレビジョ

ン放送法第２６条の２、第１号、第３号、及び第４号に掲げる事項に関する審議の規定

によりまして、一部非公開にて行います。したがいまして、傍聴者の方々には、非公開

とする議題が始まる前に退室していただくことになりますので、よろしくお願いしたい

と思います。 

 

議  題 

 

（１）報告事項 

ア．有線テレビジョン放送法第２６条の２ただし書き（諮問を要しない軽微

な事項）に係る有線テレビジョン放送施設の設置の許可状況等について 

 

○根元部会長  それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいりたいと

思います。本日の議題でございますが、報告事項が３件、諮問事項２件、計５件でござ

います。 

  それでは、初めに、有線テレビジョン放送法第２６条の２ただし書き（諮問を要しな

い軽微な事項）に係る有線テレビジョン放送施設の設置の許可状況等につきまして、総

務省からご報告をお願いしたいと思います。 

○藤島地域放送課長  それでは、お手元にございます右肩に資料１５－１と四角で囲ん

である資料、「有線テレビジョン放送法第２６条の２ただし書き（諮問を要しない軽微

な事項）に係る有線テレビジョン放送施設の設置の許可状況」について、ご報告をさせ

ていただきたいと存じます。 

  この許可状況でございますが、これは、１万端子未満の有線テレビジョン放送施設で

ありまして、各総合通信局において許可をすることとされておりますので、その各総合

通信局で許可をした件数でございます。資料にございますとおり、平成１８年７月１日、

－2－  



これは前回の情報通信審議会有線放送部会が開催された月でございますが、それから、

平成１９年３月３０日、本日までに許可された件数は、合計で１２件でございました。 

  ちなみに、ここでは都道府県ごとに記載しておりますけれども、総合通信局別で言い

ますと、関東が１件、信越が２件、北陸が１件、東海が２件、近畿が２件、四国が１件、

九州が３件、全国比較的満遍なくという格好になっております。 

  以上でございます。 

○根元部会長  ただいまのご報告につきまして、ご質問、ご意見はございますか。 

  各総合通信局での処理ということでございます。よろしゅうございますか。 

  どうもありがとうございます。それでは、本報告を了承いたします。 

 

イ．ケーブルテレビの現状について 

 

○根元部会長  続きまして、ケーブルテレビの現状について、総務省からご報告をいた

だきたいと思います。 

○藤島地域放送課長  それでは、続きまして、横長の資料、資料１５－２、「ケーブル

テレビの現状」と書いた資料に基づきまして、ケーブルテレビの現在の状況について、

概略をご説明させていただきたいと思います。 

  まず１ページでございますが、ケーブルテレビの施設及び事業者数について掲げさせ

ていただいております。平成１８年３月末現在で施設数が７万４,９４０、事業者数が

４万２,９７１となっておりまして、内訳は下のとおりでございます。これは、前回の

有線放送部会と同じ数字となっておりまして、今回初めての委員の皆様におかれまして

は初めての数字かと思います。前回と同じということで申しわけありませんが、ご了承

願いたいと存じます。本年６月ごろに平成１８年度の統計が確定する見込みとなってお

ります。 

  次がケーブルテレビの加入世帯数・普及率の推移でございます。前回の有線放送部会

が昨年の７月２８日に開催されております。そのときには、１,９１３万世帯というこ

とで、右から２番目のこの棒グラフの資料、これが平成１７年度末の数字になりますが、

ここまでご報告させていただいたところでございます。今般昨年１２月末の数字が出ま

した。それによりますと２,０５０万世帯というふうに２,０００万世帯を超え、また、

普及率につきましても、これは住民基本台帳の世帯数を分母にした推計値でありますけ
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れども、４０.１％ということで、４０％の大台に乗り、２つの数値が大台に乗ったと

いうところが状況でございます。 

  それから、今のは全国のトータルの数字でございますが、各都道府県におけるケーブ

ルテレビの普及率について図示したものが３ページでございます。色分けして、赤が一

番普及率の高いところで、以下、ピンク、水色、緑、黄色と行くに従って普及率は下が

っていっている状態であります。このデータは平成１８年１２月現在のものになります。

本年６月をめどに平成１８年度の統計を確定した新しいデータを出したいと考えておる

ところでございます。おそらく平成１８年度末の傾向としても基本的にこういうことで

ありまして、非常に高いところにつきましては、ここで言う山梨県ですとか三重県、こ

の辺りにつきましては８０％以上という状況です。一方、特に北の方を中心に、普及率

がいま一つ伸びない地域もあることが伺えるかと存じます。 

  それから、４ページ目が有線テレビジョン放送施設の新規許可状況についてというこ

とで、冒頭、資料１５－１で説明した施設では１２施設ありましたけれども、これに４

番目の東近江ケーブルネットワーク株式会社、これはご覧いただいてわかるとおり、３

万８,８４４端子ということで、前回の有線放送部会でご審議いただいて、ご了承いた

だいた施設であり、この 1施設を加えまして、昨年の部会から現在までで新たに１３施

設が許可になったところでございます。 

  次が５ページ目、過去５年間の経営状況の変化ということで、これは昨年９月１３日

に報道発表をした資料をここに掲げさせていただきました。経営状況は、全体として、

グラフをご覧いただいてお分かりのとおり、非常に改善しております。平成１３年度に

は、単年度赤字・累積赤字が３０.９％あったところが、平成１７年度では２０.３％と

１０ポイント以上下がっており、それとは対照的に単年度黒字・累積黒字という水色の

部分が、２８.０％から４８.２％と、こちら２０％改善して、累積赤字を一掃し、健全

経営をやっておるというのが、全体の約半分を占めておる状況でございます。 

  次が６ページになります。電気通信役務利用放送事業者（有線）の登録状況について

でございます。有線テレビジョン放送法におけるケーブルテレビ事業者というのは、自

前の設備を使って有線テレビジョン放送を行う事業者でございますが、ここに掲げさせ

ていただいております電気通信役務利用放送事業者というものは、通信事業者の光ファ

イバ回線など電気通信役務の提供を受け、その電気通信役務の提供を受けた施設を使っ

て有線放送を行う事業者でございます。こちらのほうは、有線テレビジョン放送法では
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なく、タイトルにあります電気通信役務利用放送法という、別の法体系で規律されるこ

とになっておりまして、こちらは登録制度となっております。この登録を受けた事業者

につきましては、前回の有線放送部会の時点では、ここの下から４分の１ぐらいのとこ

ろにあります、近鉄ケーブルネットワーク株式会社、これが平成１７年９月２６日に登

録を受けた者で、ここまでであったのですが、これに新たに豊島ケーブルネットワーク

株式会社が加わって、１６事業者から１７事業者に増えたところでございます。ちなみ

に、上の従来方式と書いてありますものが、有線テレビジョン放送で使っている普通の

電波、ＲＦを流しております。要するに電気通信役務の提供を受けた回線で普通の有線

放送の電波を流しておるものになります。それから、下のＩＰマルチキャスト方式と書

いておりますのは、インターネットプロトコルを用いた形式で放送を行っておるという

違いがございます。 

  甚だ簡単ではございますが、以上がケーブルテレビの現状でございます。 

○根元部会長  ありがとうございました。ただいまご説明いただきましたけれども、ご

質問、ご意見はございますか。 

○長村委員  １つ教えてほしいのですが、３ページの日本地図で、特に福島とか鹿児島

はべらぼうに低いでしょう。この辺、どういう背景があるのか教えていただけますか。 

○事務局  失礼いたします。逆の発想で、高いところを申し上げますと、そういったと

ころでは、１つには、自治体と申しますか、首長が、今後のデジタルディバイドの解消

という観点から、ケーブルテレビを中心にやっていこうとケーブルテレビの整備を積極

的に推進され、そういったところは非常に整備率・普及率が高くなってございます。 

  低いところについて、大変申しわけございませんが、精査したことはございませんが、

それとの比較からすれば、ケーブルテレビというよりも、通信インフラを活用する、そ

ういうご意向が強いのかなというふうに、推測いたしております。 

○藤島地域放送課長  想像の話でしかないのですけれども。 

○長村委員  次回までに教えてもらえますか、極端なのでね。 

○藤島地域放送課長  若干、雑談ベースでは伺うことがあるのですが、やはり東北のほ

うは地形的な条件が１つ大きく、ケーブルテレビを敷設するのにコストがかかり、なか

なか事業の採算性が取れないといったお話を伺うことがございます。そういった意味で

は、鹿児島というのも、離島が多いとか、山岳が多いとか、ケーブルを引くのに必ずし

も向いてないのかもしれません。それに加え、県民性と言いますか、視聴習慣の問題で、
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一方はいろいろなテレビを見たい、一方は別に受けられる電波だけを見ていれば良いと

いう違いがあるのかもしれません。ただ、いずれにしても、科学的なデータではござい

ません。申し訳ありませんが。折りを見て調査をさせていただきたいと思います。 

○長村委員  お願いします。 

○関根部会長代理  私もこれは質問したかったことの１つです。全国では今、４割を超

えていますよね。この数字自身は、随分進んできたなという印象でとてもすばらしいと

思うのですが、欧米に比べるとまだまだ少ないという気がいたします。これを国として、

全体的に、何年度までにどれくらいに持っていきたいとか、そういう目標値のようなも

のはございますか。また、そのための方策のようなものがあったら教えてください。 

○藤島地域放送課長  特にケーブルテレビだけということでは目標値を立てておりませ

ん。ご存じのとおり地上デジタル放送は、アナログ放送が停波される２０１１年までに、

９９％まで視聴可能にする目途が立っておるというところですが、これを限りなく１０

０％にするというのが１つの目標です。 

  もう一つ、２０１０年までに、ブロードバンド・ゼロ地帯を解消させるにあたって、

ケーブルテレビはいわばそのツールの１つとして位置づけられておりまして、ケーブル

テレビ単独でこうしようという数値目標は決めてはおりません。ただ、一応の見通しと

して、アナログ放送が停波される２０１１年までに加入世帯２,３００万世帯くらいま

で行くのではないかという予測を立てております。その２,３００万全世帯全てにおい

て地上デジタル放送を見ることができる体制に持っていくようにしよう、そのような努

力を業界団体と一緒に続けさせていただいておるところです。ケーブルテレビでなくと

も地上波が受かれば、それで構わない、あるいは通信事業者がインターネットを引いて

くれればそれで構わないということで、それはそれで良いものと考えております。ケー

ブルテレビを敷設するのが一番効率的で望ましいところについては、極力ケーブルテレ

ビでということを考えております。 

  補助金の政策なども、一昨年くらいまでは全部別々に、ブロードバンド用、ケーブル

テレビ用とあったのですが、むしろ最近では一体化して、市町村がどれを使って行うこ

とが、一番地上デジタル放送を普及させ、あるいはブロードバンド・ゼロ地域の解消を

実現するのに良いのかを市町村に考えていただいて、そのメニューに沿ったご提供をし

ようというのが今の国のスタンスでございます。 

○関根部会長代理  そうですね。私も、どちらかと言うと、ケーブルテレビはブロード
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バンドのためのツールであるというイメージがあったために、福島では、ほかのツール

が何かあるのであれば構わないのでしょうけれども、そうでないと大変かなと、ちょっ

と心配してしまったものですから。ありがとうございました。 

○根岸委員  ちょっと単純な興味のある質問なのですけど、なぜ最近になって黒字にな

ってきたかというか、そういう背景というのがあるわけでしょうね。 

  それから、私も質問しようと思っていたのですが、何か国としてこの普及を促進して

いるのか。要するに、こういう表を出して、どこどこ何％とか言うと、少ないところは

何かおくれているかのような、そういうことではないわけですよね、これは単に客観的

にこうなっているだけであるということで理解してよろしいのですよね。 

  それから、自主放送と再送信のみとありますが、この区別もちょっと教えていただけ

ますか。再送信のみであれば、要するに自前でやらないというわけでしょうが、これは

難視聴ものとは直接結びつかないというか、ちょっとそういう関係をご説明ください。 

○藤島地域放送課長  まず１つ目の経営状況についてでございますが、これはインター

ネットのサービスが、かなり収益源として育ってきたというのが大きいと聞いておりま

す。ざっくりと言いますと、最近は、放送サービスの加入料が半分、インターネットの

プロバイダ料金が半分という収益源になっていると伺っております。また、古くから始

めたところにつきましては、減価償却が終わって、いよいよ利益回収の時期に入ってき

たところもあると聞いております。 

  それから、再送信のみというのは、おっしゃるとおり、難視聴をベースに、まさに地

上波が受からないところをケーブルで再送信のみを行っているというものでございます。

自主放送というのは、俗に言うコミュニティチャンネルという、地域ローカル番組をみ

ずから作成して、そこで放送する、あるいは多チャンネル、ＢＳやＣＳでも出ているよ

うな委託放送番組を購入して放送する有料チャンネルといった、多チャンネルの付加価

値サービスのあるものが自主放送として位置づけられておるものでございます。 

  ですから、再送信のみというのは、基本的に、まさにおっしゃるように、純粋に難視

聴対策のみというお考えでよろしいかと思います。 

○根元部会長  私、東北ですけどね。東北の人はあきらめているのではないかと、いや

いや、もう来ないものだと思っているところが多いような気がします。東北の人に情報

化で期待することは何ですかと聞くと、東京と同じチャンネルを見たい、これは大分昔

と変わらないのですよ。だから、民放の何チャンネルか見れなくとも、そんなものだと
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思ってあきらめているのですよ。あきらめている理由は、過疎だということと、それか

ら、工事費がかかるなどの理由から、我々のところには来ないのだろうと思っているの

と思います。今日のデータを見ると、同じような条件だと、おそらく長野も山間地で工

事費が大変でしょう。そういうところでうまく行って、それから、経営のやり方で黒字

になっているという良い例を東北に見せていただける有難いですね。ブロードバンドに

つながりますから、このような積極的なデータというのを、何か将来に向けた資料とな

るといいような気がしますよね。でないと、さっき意見が出ましたけれども、デジタル

ディバイドというのがどんどん広がってしまう可能性ありますので。地域特性をよく考

えていただいて、それを打破するような資料になるといいなと思います。難しいでしょ

うけれども、ご検討いただければと思います。 

  ほかにございませんか。よろしゅうございますか。 

  どうもありがとうございました。それでは、特段ほかにご意見ございませんので、本

報告を了承したいと思います。 

 

ウ．「ケーブルテレビシステムの技術的条件」のうち「ＦＴＴＨ等の伝送帯

域の拡大に伴うＢＳ－ＩＦ等パススルー伝送並びに情報源符号化方式及

び伝送路符号化方式の高度化に関する技術的条件」について 

 

○根元部会長  次でございますが、「ケーブルテレビシステムの技術的条件」のうち

「ＦＴＴＨ等の伝送帯域の拡大に伴うＢＳ－ＩＦ等パススルー伝送並びに情報源符合化

方式及び伝送路符合化方式の高度化に関する技術的条件」について、総務省からご報告

をお願いしたいと思います。 

○本間地域放送課技術企画官  これにつきましては、私からご説明させていただきたい

と存じます。 

  これは、最近、ケーブルテレビにいろいろと新しい技術が導入されてきておりますこ

とから、それに伴います有線テレビジョン放送法などの技術基準を改めるために、情報

通信審議会情報通信技術分科会に昨年９月に諮問いたしましたところ、一昨日ご答申を

いただいたものでございます。この答申に基づきまして、以後、技術基準を改正する場

合には、こちらの有線放送部会に諮問することとなっておりますので、今般、このご答

申をいただいた内容につきまして、ご報告させていただくものでございます。 
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  中身が技術で複雑なものですから、まず、最後の１１ページにケーブルテレビの現在

のネットワーク、これでもちょっととっつきにくい絵かと思うのですけれども、お示し

してございますので、まずこれに基づきまして、簡単に、ケーブルテレビのネットワー

クの構成についてご説明させていただきたいと存じます。 

  左のほうのアンテナがいろいろついているものがケーブルテレビ局だとお考えいただ

きたいと思います。ヘッドエンドという言葉がそこに書いてあろうかと存じます。ヘッ

ドエンドと申しますのは、有線テレビジョン放送法上の用語ですけれども、地上のテレ

ビ、あるいは衛星のテレビ放送などを受信いたしまして、それを受信者がつながってお

るケーブルテレビのケーブルのほうに送出する設備、これをヘッドエンドと称しており

ます。そのケーブルを各家庭までつなぐ場合に、ＨＦＣと称している方式と、ＦＴＴＨ

と称している方式の主に２つの方式がございます。図の上の部分がＨＦＣで、これはハ

イブリット・ファイバ・コアキシャルの略でございまして、光ファイバと金属でできて

おります同軸ケーブルの複合でネットワークを張るという意味でございます。ケーブル

テレビ局から幹線部分はたくさんの情報が送れるように光ファイバを敷設いたしまして、

途中のノードアンプと呼ばれるところで光信号を電気信号に変換いたしまして、以下、

配線をどんどんとばらしていくところは同軸ケーブルで張るという構成、これが現在の

ケーブルテレビで一般的な構成になっております。 

  このような場合、大容量伝送ができる光ファイバと、コストが安い同軸ケーブルを組

み合わせるということで、全体的に経済的なネットワークを構築できるというメリット

がございます。 

  これに対しまして、家庭の引き込み線の手前までずっと光ファイバで構成してしまう

というのがＦＴＴＨ、ファイバ・トゥ・ザ・ホームの略でございますが、という構成で

ございまして、現在この構成を用いたケーブルテレビも徐々に導入が進んでおります。

こちらは各家庭まで大容量の情報伝送ができるということとか、初期コストは少々高く

なるのですけれども、ランニングコストが同軸ケーブルよりも安くなるというメリット

がありますほか、同軸ケーブルよりも長距離伝送に適しておりますので、地方、山間部

などの場合には、最初からＦＴＴＨのほうがコストが安くなる部分も出てきておりまし

て、地域的には、例えば、中国地方とか四国地方などでは最近ＦＴＴＨを新設で採用す

る例が多くなってきています。また、このＦＴＴＨの場合に、光ファイバの信号を家庭

内の同軸ケーブル向けの信号に変換する装置、Ｖ－ＯＮＵ、ビデオ・オプティカルネッ
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トワークユニットの略なのですが、これで変換いたしまして、テレビまでつなげておる

という構成になっております。 

  これを念頭に置いていただきまして、１ページの説明に戻らせていただきたいと存じ

ます。ただいま申しましたように、まず、背景といたしまして、ＦＴＴＨを採用するケ

ーブルテレビ事業者が増えてまいったこと、それから、後ほどまた説明いたしますけれ

ども、新しい技術としてＨ．２６４というものを用いた放送サービスが出てきておりま

す。また、ケーブルテレビで伝送するチャンネル数が増えてまいりましたこととか、ケ

ーブルテレビ事業者があわせて提供しておりますインターネットサービスも、ブロード

バンド化によってどんどん速度が増えてきていることによりまして、伝送路が逼迫して

きておる、こういったことを背景にいたしまして、ＦＴＴＨ上でＢＳ－ＩＦパススルー

伝送、これも後でご説明させていただきます、をやる事業者ですとか、Ｈ．２６４、あ

るいは新しい大容量伝送を可能とするような技術を取り入れたケーブルテレビシステム

というものが実現可能になってきております。これに対応いたしました有線テレビジョ

ン放送法や、役務利用放送法の技術基準を整備する必要があるということから、昨年の

９月に情報通信技術分科会に技術的条件について諮問し、３月２８日にご答申をいただ

いたものでございます。 

  ２ページがＢＳ－ＩＦパススルー伝送の説明でございます。左上が先ほどの説明でい

きますとＨＦＣ、家庭まで同軸ケーブルで来ている場合のイメージでございまして、同

軸ケーブルの場合には、従来のテレビ放送が送れればよいということで、テレビのＶＨ

ＦとＵＨＦの帯域であります７７０メガヘルツまでのチャンネルしか送ることができま

せん。これに対しまして衛星放送は、パラボラアンテナからテレビに入るところはこれ

より高い１ギガヘルツ付近の中間周波数、これをＢＳ－ＩＦと呼んでいるのですが、で

送っております関係で、そのままですと衛星放送の信号を伝送することができません。

したがいまして、従来のケーブルテレビですと、周波数を低いほうに変換したり、また、

テレビのＢＳ放送のチューナーでは直接解読できないような形の信号に変換して伝送し

ておりました。そのため、右上にありますように、ケーブルテレビに加入しております

ご家庭では、ケーブルテレビのセットトップボックス、ＳＴＢと書いてあって、テレビ

の上に載っかっている機械につながっておれば衛星放送を見ることができたのですが、

２台目、３台目のテレビですと衛星放送を見ることができませんで、また、お金を追加

で支払って２台目のＳＴＢを設置するか、あるいはケーブルテレビに入っているにもか
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かわらずパラボラアンテナをつけなければ、衛星放送がそのテレビでは見られないとい

う問題がございました。 

  これに対しまして、左下の図のように、光ファイバを用いたＦＴＴＨ方式のケーブル

テレビの場合には、３ギガヘルツ付近までの周波数を送ることができますために、衛星

放送の信号をそっくりそのまま変換せずに流すことができます。このＦＴＴＨのケーブ

ルテレビに加入し、家庭の同軸ケーブルにこの光ファイバから信号を接続いたしますと、

ＳＴＢが設置されていない２台目、３台目のテレビでも、ＢＳチューナーの端子に同軸

ケーブルを差し込むことによって衛星放送を見ることができる、こういったサービスの

向上が図られるという中身でございます。 

  ３ページ目が残り２つの技術なのですけれども、左側がＨ．２６４というものでござ

います。これはデジタル放送におきまして、テレビの映像信号をデジタル信号に変換す

る技術の方式としてＨ．２６４というものがございます。現在のデジタル放送ですとＭ

ＰＥＧ－２という方式によってデジタル信号に変換しておりますけれども、この新しい

技術でありますＨ．２６４という技術を用いることによりまして、テレビの映像信号を

半分ぐらいの少ない情報で送ることができます。これによりまして、高画質の映像を送

る、あるいはより多チャンネルの映像を送ることができまして、衛星放送におきまして

も、スカパーというＣＳ放送の会社がございますけれども、こちらがこのＨ．２６４を

用いて来年ごろにハイビジョンの放送サービスを開始する予定がございまして、それの

再送信ができるようにケーブルテレビにおいてもＨ．２６４を適用可能にしようという

ものでございます。 

  右側が高能率伝送路符合化方式というものでございまして、こちらはケーブルテレビ

のケーブル上でデジタル信号を流すための流し方でございますけれども、これが従来は

６４ＱＡＭという流し方にしておったものが、よりたくさんの情報が送れる２５６ＱＡ

Ｍという伝送方式を導入しようというものでございます。 

  ４ページ目がＢＳ－ＩＦ、もしくはＦＴＴＨの導入状況でございますけれども、表と

グラフでお示ししてございますけれども、一番右側を見ていただくとわかりますように、

全国にケーブルテレビ事業者が５３０者ございますけれども、施設数で行きますと７６

施設、１割強のケーブルテレビ事業者が既にＦＴＴＨを一部ないし全部の施設に入れて

おります。その中でも、ＢＳ－ＩＦパススルーというサービスを導入している事業者が

１６ということで、全体の２割程度既に入ってきているということでございます。最初
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のころは会社によりまして技術がまちまちでございましたが、このように導入がある程

度進んでまいりまして、技術的にも統一的なものが確立したということから、今般、技

術基準の規定が可能になったものでございます。 

  また、５ページ目がＨ．２６４でございますけれども、現在、携帯電話でワンセグ放

送というものが受信できるようになってきておりますけれども、そのワンセグ放送にこ

の技術が利用されたり、あるいはインターネットですとか、次世代のＤＶＤなどに、こ

のＨ．２６４が利用されております。これによりまして、先ほど申しましたようにＣＳ

放送におきましても、来年をめどにハイビジョン放送が提供される予定になっておるも

のでございます。 

  ６ページ目は２５６ＱＡＭでございますが、こちらはケーブルテレビのインターネッ

トサービスでは既にアドバンスコープという会社が導入を行っておりまして、それ以外

の会社も導入を検討しているところでございます。放送サービスでこの２５６ＱＡＭを

導入している例はございませんが、今後、既存事業者の設備更新、あるいは新規事業者

が設備を構築する際に導入されるということが想定されております。 

  その次のページが委員会の審議の状況でございまして、昨年９月に諮問いたしました

後、４回の委員会、また、その下に作業班がございまして、５回の作業班を開催いたし

ましてご答申をまとめていただきまして、また、パブリックコメントなども募集した結

果、特にコメントはなかったというものでございます。 

  ８ページ目が委員会報告の中身でございますが、ＢＳ－ＩＦにつきまして、細かい数

字は全部割愛させていただいておりますけれども、ヘッドエンド部分、テレビの差し込

みのところの受信者端子の部分、それから、光ファイバの中の光の波長などの技術的条

件、それから、光信号と電気信号を変換しますＶ－ＯＮＵという装置の部分の技術的条

件などを規定しております。 

  ９ページ目がＨ．２６４と２５６ＱＡＭですが、Ｈ．２６４につきましては、従来の

有テレ法の技術基準で特段問題なく使用ができることを委員会において確認していただ

きました。また、２５６ＱＡＭ以外にももっと高度な伝送方式がございますけれども、

とりあえず技術的に現在可能であることを２５６ＱＡＭについて確認できましたので、

これについての信号伝送の技術的条件を規定していただきました。 

  １０ページ目がスケジュールでございますけれども、３月にご答申をいただきまして、

以後、総務省におきまして、省令案の作成をいたしまして、これを４月から５月にかけ
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てパブリックコメントに付す予定でございまして、それを経まして、６月をめどに有線

放送部会に省令の改正案を諮問させていただきたいと考えております。またそのときに

は改めてご審議をよろしくお願いいたしたいと存じます。 

○根元部会長  それでは、ただいまの説明に関しまして、ご意見、ご質問ございました

ら、お願いしたいと思います。 

  パブリックコメントというのは、法令についてのパブリックコメントですか。 

○本間地域放送課技術企画官  そうでございます。省令・告示などの場合は、基本的に

パブリックコメントをかける手続をやっております。 

○根元部会長  技術的条件をこのような数値にするけど何か意見があるかという問い合

わせ方をするのですね。 

○本間地域放送課技術企画官  はい、まず、審議会の技術的条件についても１回パブリ

ックコメントを行いましたが、今度、それを省令に直すときにももう一回パブリックコ

メントをかけるという、２回の手続を経ております。 

○根元部会長  ご質問よろしいでしょうか。ＦＴＴＨになったら、この資料での基準で

ないとこの委員会としては認めないということですよね。 

○本間地域放送課技術企画官  実は、これは有線テレビジョン放送法などの規定ぶりが

もうちょっと柔軟になっておりまして、標準的な方式としてこういう伝送方式を定める

という書きぶりになっておりまして、それ以外の方式を採用する場合には、その標準的

な方式に干渉を与えないようにしてくださいという規定ですので、また新しい技術が出

てきた場合には、それは個別に審査をして使用を認めることができるようになっており

ます。 

  したがいまして、このＢＳ－ＩＦというものも今は技術基準がないのですが、既にご

説明しましたように、十数社が導入しておりまして、それは個別審査で対応しておった

んですが、個別審査というのは事業者にとっては申請の負担が大きくなりますので、技

術基準を決めまして、申請の際に、これさえ押さえておけば許可がとれるということで、

手続の負担軽減のためにも規定をしようというものでございます。 

○関根部会長代理  すみません、これはユーザーの側からすると、これまでの同軸から

ＦＴＴＨに切りかえた場合、どういうふうに変わるのですか。セットトップボックスは

消えるというのはわかるのですけれども、ＦＴＴＨの場合は、何がどう変わるのかとい

うのをちょっと教えてください。 
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○本間地域放送課技術企画官  まず、一般のご家庭の中の配線は従来どおりアンテナ線

ですので、家庭に持ってくるところが同軸ケーブルだったのが光に置きかわるので、ご

家庭の中は、一見、物理的なものとしては何も変わらないのですが、送れる情報量が多

くなりますので、例えば、ケーブルテレビ事業者が提供するチャンネルが今３０だった

ものが、６０、７０、８０というふうにたくさん増えるとか、インターネットサービス

が今３０Ｍｂｐｓぐらいの速度だったものが、１００Ｍ、１５０Ｍという、もっと高速

のサービスが受けられるようになるとか、サービスの中身が向上するという形で利用者

の方に還元されるということでございます。 

○関根部会長代理  それはよくわかっています。私たちもＦＴＴＨを進める側にいるの

で。実際には、例えば、今、１台目しか映らないものが２台目、３台目が映るという話

ですよね。具体的にはというか、テクニカルには、セットトップボックスが物理的に消

えて、２台目以降をつなぐときには自分は何をすればいいのかなというのがよくわから

なかったので、それで聞いたのですけれども。 

○本間地域放送課技術企画官  従来ですと、壁から来たアンテナ線をセットトップボッ

クスに入れて、そこからビデオ端子を使ってテレビに入れていました。それを今度、テ

レビにアンテナ線をつなぐのに、地上のアンテナ端子と衛星のアンテナ端子と２つある

んですけれども、壁のアンテナからそれを２つに分配していただいて、テレビの地上ア

ンテナの差し込みとＢＳアンテナの差し込みと両方に入れていただく、そうすると、直

接テレビの内蔵チューナーで衛星放送も見ることができるようになるということです。 

○関根部会長代理  わかりました。ありがとうございます。 

○根元部会長  ほかにご意見、ご質問はありませんか。 

○大谷委員  すみません、興味本位で伺ってもよければ、ついでにいいですか。Ｈ．２

６４が、国際的に標準化されたのが２００３年の５月というので、それが勧告として承

認されてからしばらくたっているわけですが、それをやはり国内の技術基準にするまで

の道程というのは、国内での技術ニーズがあるかどうかを見極めてから、一定の事業者

がそれを利用し始めているという状況を受けて、しばらく様子を見てから基準づくりを

進めるというのが、政策のやり方なのでしょうかという、従来の技術との変わり目で、

どのぐらい迅速に対応するのが望ましいのか。なかなか標準的なものができても、それ

をどう取り組んでいくか、つき合っていくかという、何かそのスタンスのとり方って、

とても難しいのだろうと思っておりまして。とにかく、圧縮技術というのは、少しでも
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いいものが出てくればどんどん取り入れてというのが世界的な方向だとは思うのですけ

れども、特に行政の側として、それはどういうスタンスで臨まれているのかを教えてい

ただければと思います。 

○本間地域放送課技術企画官  行政といたしましては、事業者、あるいはその製品をつ

くるメーカーがまずそれを採用したいということが初めにありまして、それを利用した

場合に、視聴者の方々に問題ないサービスが提供できるかを確認しながら制度に取り入

れていくというプロセスを経ることになります。したがいまして、さっき申しましたよ

うに、審議会でご議論をいただき、また法令等に焼き直す際にご議論をいただくという

ことで、ある程度、リードタイムは必要になってまいります。 

  あと、このＨ．２６４に関しては、またそれ以外に時間がちょっとあいた事情がござ

いまして、２つほどあるのですけれども、１つは、まず、国際機関で標準化する場合に

は、いろいろな研究所で方式が検討されている段階から並行して標準化が始まります。

したがって、技術として確立された段階で標準ができ上がるのですけれども、メーカー

が製品をつくるのは、その標準ができてから製品ができるまでまた１年ぐらいリードタ

イムが必要になってまいりますので、そうしないと事業者も使えないということで、物

づくりのリードタイムが１つございました。 

  それからもう一つは、この技術を開発した会社がパテントを持っておりまして、その

パテントを幾らお金を払ったら使わせるかということで、放送事業者とそのパテントを

持っている会社の間で交渉が結構長引いたというのが、このＨ．２６４にはまた特有の

問題としてございまして、それが解決しないと、日本の携帯電話向けのワンセグ放送も

なかなか始まらないという話があったのですけれども、最終的には日本のスケジュール

に影響がないような形でパテントの問題も解決したということでございます。 

○大谷委員  ありがとうございます。 

○根元部会長  ほかにご質問、ご意見ございますか。 

  それでは、ただいまいただきました報告を了承ということにさせていただきます。ど

うもありがとうございました。 

  次の議題の審議からは、議事規則第９条第１項第２号の規定によりまして非公開とさ

せていただきたいと思います。ここで傍聴者の方々は本会議室からご退室をお願いした

いと思います。 

（傍聴者退室） 
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（２）諮問事項 

ア．石川県かほく市の有線テレビジョン放送施設の設置許可について 

【諮問第１１６７号】 

 

○根元部会長  それでは、引き続きまして、諮問事項の審議を進めてまいりたいと思い

ます。諮問第１１６７号、石川県かほく市の有線テレビジョン放送施設の設置許可につ

いて、総務省からご説明をお願いします。 

○藤島地域放送課長  それでは、これから諮問事項の方に移らせていただきたいと存じ

ます。２件ございまして、冒頭の報告事項でも申し上げました、１万端子以上の有線テ

レビジョン放送の施設の設置許可につきましては、本省のほうで許可をする、それに当

たっては、情報通信審議会の諮問を経ることになっておりまして、本日はそれに該当す

る２件でございます。 

  両方とも今回たまたま石川県の事案でございますが、まず１つ目の、かほく市の有線

テレビジョン放送施設の設置許可の方からご説明をさせていただきたいと存じます。資

料１５－４でございます、本件は、かほく市から平成１９年２月２３日付けで、有線テ

レビジョン放送法第３条第１項の規定に基づき、有線テレビジョン放送施設の設置の許

可について申請があったものでございます。これを技術的、あるいは法的な審査をいた

しました結果、有線テレビジョン放送法第４条第１項各号許可の基準の規定に適合し、

かつ５条各号欠格事由には該当していないことが認められましたため、同法第３条第１

項の許可を与えることについて諮問をしたものでございます。 

  それでは、申請書に沿いましてご説明をさせていただきたいと思います。２枚めくっ

ていただきまして、申請の概要についてでございます。申請者はかほく市、市長が油野

和一郎様、人口が約３万５,０００人、石川県の第８番目の人口の都市でございます。

設置を必要とする理由ですけれども、平成１６年３月の３町合併により新たに誕生した

かほく市においては、旧町で受け継がれた歴史や文化を生かしつつ、新しい都市にふさ

わしい、市民が一体となった意識の醸成や町づくりを目指すとともに、高齢化や情報化

の進展など、時代潮流に適応できる社会基盤の整備を進めていくことが必要となってい

るところでございます。このため、市みずから地域密着型の情報インフラとして、ＦＴ

ＴＨ方式によるケーブルテレビ施設を設置し、これを活用して地上放送の再送信、多チ

ャンネル放送、生活情報、行政情報などの公共サービスを実施することが求められてい
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るところでございます。施設区域でございますけれども、石川県かほく市の全域、約１

万６００世帯に届けるべく整備するものでございます。 

  主たる設備の設置場所につきましては、地上アナログ・デジタル放送、ＢＳ放送、Ｃ

Ｓ放送、及びＦＭラジオの受信空中線、及びヘッドエンド等を、金沢ケーブルテレビネ

ット株式会社と供用し、また、かほく市庁舎にも地上デジタル放送受信空中線、及びヘ

ッドエンドを設置します。 

  設置完了予定、及び施設の規模につきましては、平成２０年３月までに完成予定でご

ざいまして、平成２０年４月から放送サービスを開始する予定となっております。また、

引込端子の数は１万３,１０４となっておるところでございます。 

  施工及び保守の方法につきましては業者に委託する予定、それから、放送内容につき

ましては、テレビ８８チャンネル、ラジオ５チャンネルを計画しており、テレビにつき

ましては、先ほど申し上げました自主放送、地上波再送信、ＢＳ再送信、ＣＳ再送信、

ラジオについてはＦＭラジオを再送信する予定でございます。伝送路の形態及び使用す

る周波数につきましてはＦＴＴＨ方式とし、上限周波数は７７０メガヘルツとなってお

ります。 

  なお、１０ページに別紙２として、周波数配列図を添付しております。分かりづらく

て申しわけありませんが、参考にしていただきたいと存じます。 

  それから、２ページに移らせていただきます。事業の収支見積もりでございますが、

事業収入においては、受信者からの契約料、及び利用料による収入を予定しているもの

でございます。また、事業支出は物件費として保守修繕費用、また、その他として、金

沢ケーブルテレビネット株式会社との共用ヘッドエンドのため委託管理費等が支出され

るものでございます。この計画によりますと、差引収益金は開局■年目から黒字の予定

となっております。 

  建設資金の調達につきましては、総務省の平成１８年度情報通信基盤整備推進交付金、

地方債、合併特例債、及び自己資金により調達するという計画となっております。 

  料金につきましては、契約料が３万１,５００円、引込工事費が５万２,５００円を予

定しており、利用料は地上波再送信を中心とするサービスが毎月１,０５０円、地上波

とＢＳ再送信を中心とするサービスが毎月１,５７５円、ＣＳ・ＢＳ放送を含めた多チ

ャンネル放送サービスが毎月３,９９０円を予定しております。なお、開局から３年目

までの加入者においては加入料を無料、工事費を２万１,０００円という割引を適用し
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て、新規加入者を獲得していくという計画であります。 

  続いて、審査の結果等につきまして、３ページに記載しております。長くなりますの

で、簡単にご説明させていただきますが、本件申請につきまして、有テレ法第４条第１

項の許可の基準及び第５条の欠格事由に関して審査した結果を表にまとめたものでござ

います。３ページ目に、欠格事由をまず書いておりますが、本件申請者は、有テレ法、

及び有線ラジオ放送業務の運用の規制に関する法律の罰則等を受けたものではなく、欠

格事由には該当しておりません。 

  それから、有線テレビジョン放送法関係審査基準第４条の施設区域についてでござい

ますが、施設区域はかほく市全域をカバーするものであり、基準を満たしております。 

  第５条の施設計画の合理性及び実施の確実性についてでございますが、施設区域はか

ほく市全域であり、申請者が予測する需要の見込み、及び分布の状況等を勘案した上で

設定されており、適切であると認めました。 

  次に４ページに移りまして、施設の設置において必要な道路占用、それから電柱の共

架等につきましては、国土交通省、石川県、北陸電力、及び西日本電信電話株式会社

（ＮＴＴ西日本）等から既に承諾、または内諾を得ており、適切であると認められます。 

  それから、４ページから６ページにかけまして、技術上の基準について掲げさせてい

ただいております。本施設はＦＴＴＨ方式でありまして、放送及び通信を別芯で送信す

るものでございます。有線テレビジョン放送法施行規則第２３条第１項に掲げる、有線

テレビジョン放送以外の用途に使用されるものとしてＦＭ波がございますが、有線テレ

ビジョン放送の受信に検知される影響を与えないものであるため、支障はないと認めま

した。また、線路内の光反射により、有線テレビジョン放送間において検知される影響

はないものであるため、支障がないものと認めております。その他各項目につきまして

も技術的条件には適合しており、問題ないと認めております。 

  飛びまして７ページに移ります。経理的基礎及び技術的能力が審査基準の第７条でご

ざいます。まず経理的基礎につきまして、工事費及び建設資金の調達は、自己財源、起

債及び補助金により調達することとしておりまして、特段の問題は認められませんでし

た。また、事業収支見積につきましては、かほく市が行ったケーブルテレビに関するア

ンケートの結果、約■％の市民が利用したいという回答を得ておりまして、さらに近隣

の自治体が運営するケーブルテレビの加入者数なども参考に加入者数を算出するなど、

必須項目の積算根拠が明確かつ合理的に示されており、事業運営に支障はないものと認
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められるものでございます。 

  さらに資金計画につきましては、収支の見積もり及びバランスにかんがみても適切で

あると認められ、また、地方債の返済についても着実に返済を行う計画となっており、

問題ないと認められるものでございます。 

  技術協力につきましても、施設の設置工事、及び保守等については、地元においてケ

ーブルテレビ工事、及び保守に実績のある事業者を選定して委託する予定であり、保守

体制についても、緊急保守に対応できる実績のある事業者を選定し、委託する予定であ

り、問題ないと認められるものでございます。 

  審査基準の第８条、８ページになりますが、当該施設は、かほく市において地上波の

再送信、多チャンネル放送サービスを可能にするとともに、行政情報や地域情報を扱う

コミュニティチャンネル等の自主放送、あるいはインターネットサービスの提供等によ

り、地方における情報格差の是正や、難視聴対策に資するものでありまして、当該施設

の設置は必要かつ適切であると認められるものでございます。また、申請者は地方公共

団体でございますが、他に当該区域に施設を設置するものがなく、ケーブルテレビ設置

についての住民の強い要望もあると認められるものでございますから、地方公共団体が

当該施設を設置することの適切性に関しても特段の問題ないものと考えております。 

  石川県知事に意見照会をいたしましたところ、別紙３、後ろから２枚目になりますが、

知事の方から、申請のとおり、有線テレビジョン放送施設を設置することについて問題

はないという回答をいただいております。 

  以上の審査等におきまして、有線テレビジョン放送法第４条第１項各号、許可の基準

の規定に適合し、かつ同法第５条各号、欠格事由には該当していないと認めたもので、

本日、諮問させていただいたところでございます。説明については以上でございます。 

○根元部会長  ただいまの説明に対しまして、ご意見、ご質問がございましたら、お願

いしたいと思います。 

  地図を見ますと、かほく市と金沢市の間に町が２つありますね。そうすると、ヘッド

エンドが金沢市にあってそれを共有するということで、ケーブルがほかの町を走ります

よね、それは問題ないのですか。 

○藤島地域放送課長  特に珍しい話ではございません。 

○根元部会長  町から文句は出てないのですね。 

○藤島地域放送課長  ちなみに地図にございますけれども、水色のところは既にケーブ
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ルテレビサービスが行われておるところでございます。白のところがまだ行われていな

いところでございます。かほく市は、谷間にあったところですので、そういう意味では

全く問題はないと思います。 

○根元部会長  ■というのは良いですよね。普通は■という計画ですけれども。 

  それでは、特段ご質問ございませんようですので、諮問第１１６７号につきましては、

諮問のとおりを許可するのが適当である旨、答申を行うこととしてはいかがかと思いま

すが、よろしゅうございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○根元部会長  では、そのように決定させていただきたいと思います。 

 

イ．石川県輪島市の有線テレビジョン放送施設の設置許可について 

【諮問第１１６８号】 

 

○根元部会長  それでは、次に、諮問第１１６８号、石川県輪島市の有線テレビジョン

放送施設の設置許可について、総務省からご説明をお願いしたいと思います。 

○藤島地域放送課長  それでは、続きまして、石川県輪島市の有線テレビジョン放送施

設の設置許可についてご説明をさせていただきたいと存じます。本件は、輪島市から平

成１９年２月２０日付で有線テレビジョン放送法第３条第１項の規定に基づき、有線テ

レビジョン放送施設の設置の許可について申請があったものでございます。これを審査

いたしました結果、第４条第１項各号、許可の基準の規定に適合し、かつ、第５条各号、

欠格事由の規定には該当していないと認められましたため、第３条第１項の許可を与え

ることについて諮問するものでございます。 

  同様に、別添資料に基づきまして、申請概要及び審査の概要についてご説明をさせて

いただきたいと存じます。 

  まず、資料１５－５の２枚めくった申請の概要でございます。申請者は輪島市、市長 

は梶文明様、人口約３万３,０００人、石川県第１０の都市でございます。設置を必要

とする理由でございますが、平成１８年２月の２町合併により新たに誕生した輪島市に

おいては、旧町で受け継がれた歴史や文化を生かしつつ、新しい都市にふさわしい、市

民が一体となった意識の醸成や町づくりを目指すとともに、高齢化や情報化の進展など、

時代潮流に適応できる社会基盤の整備を進めていくことが必要となっておるところでご
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ざいます。このため、市みずから地域密着型の情報インフラとして、ＨＦＣ方式による

ケーブルテレビ施設を設置し、これらを活用し、地上放送の再送信、多チャンネル放送、

生活情報、行政情報などの公共サービスを実施することが求められておるというところ

でございます。 

  施設区域につきましては、輪島市全域、約１万１,９００世帯を対象に整備をするも

のでございます。 

  主たる設備の設置場所につきましては、地上アナログ・デジタル放送、及びＦＭラジ

オの受信空中線、及びヘッドエンド等を輪島市の市庁舎に、また、地上アナログ放送、

ＢＳ放送、及びＣＳ放送の受信空中線、及びヘッドエンド等を、門前町に設置をするこ

ととしております。 

  設置完了予定、及び施設の規模につきましては、平成２０年６月までに完成予定とな

っておりまして、平成２０年７月から放送サービスを開始する予定でございます。また、

引込端子の数は１万６,９８０となっております。施工及び保守の方法につきましては

業者に委託する予定、それから、放送内容につきましては、テレビ５４チャンネル及び

ラジオ２チャンネルを計画しておりまして、テレビにつきましては、自主放送、地上波

再送信、ＢＳ再送信、ＣＳ再送信、ラジオについてはＦＭラジオの再送信を放送予定で

ございます。 

  伝送路の形態、及び使用する周波数につきましてはＨＦＣ方式とし、上限周波数は７

７０メガヘルツとなっております。なお、先ほど同様１０ページには、別紙の２として、

周波数の配列図、何チャンネルに何の放送というものを添付しております。 

  次に、２ページの事業収支見積でございますが、事業収入におきましては、受信者か

らの契約料、及び利用料による収入を予定しておるものでございます。また、事業支出

につきましては、物件費として保守修繕費等、また、その他として、課金処理費等が支

出されるものでございます。本計画によりますと、差引収益金は開局■年目で黒字にな

る予定となっております。 

  建設資金の調達につきましては、農水省の平成１８年度農村振興情報基盤整備事業補

助金、それから地方債、過疎債、及び自己資金により調達するものでございます。 

  料金につきましては、契約料が５万２,５００円、引込工事費３万１,５００円を予定

しておりまして、利用料はアナログの地上波再送信を中心とするサービスが毎月１,０

５０円、地上デジタル放送の再送信とＢＳ再送信を中心とするサービスが毎月１,５７
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５円、ＣＳ・ＢＳ放送を含めた多チャンネル放送サービスが毎月２,１００円を予定し

ております。なお、開局１年目の加入者におきましては、加入料を１万５００円、工事

費を無料として、こちらも割引を行いまして、初期加入者を獲得していく予定としてお

ります。 

  次に、審査の結果について３ページから記載させていただいております。本件申請に

つきましては、有線テレビジョン放送法第４条第１項の許可の基準、及び第５条の欠格

事由に関しまして、有線テレビジョン放送法関係審査基準に照らし審査をした結果を以

下の表に掲げさせていただいております。まず、審査基準第３条の欠格事由につきまし

て、申請者は有線テレビジョン放送法、及び有線ラジオ業務運用規制に関する法律の罰

則等を受けたものではなく、欠格事由には該当しておりません。審査基準第４条の施設

区域につきましては、輪島市全域をカバーするものであり、基準を満たしております。 

  審査基準第５条の施設計画の合理性及び実施の確実性についてでございますが、施設

区域は輪島市全域であり、申請者が予測する需要の見込み、及び分布の状況等を勘案し

た上で設定されており、適切であると認められたものでございます。 

  次に４ページで、施設の設置において必要な道路占用、電柱共架等につきましては、

国土交通省、石川県、北陸電力、及びＮＴＴ西日本等からの承諾、及び内諾を得ている

など、適切であると認められます。 

  続いて、４ページから６ページにかけては、技術基準について記載させていただいて

おります。本施設は、ＨＦＣ方式でありまして、基幹部分に光ファイバを持ち、光電気

変換装置を介して、ユーザー宅への引き込みには同軸ケーブルを用いるものでございま

す。有線テレビジョン放送法施行規則第２３条第１項に掲げる、有線テレビジョン放送

以外の用途に使用されるものとしてＦＭ波がございますが、これにつきましては有線テ

レビジョン放送の受信に検知される影響を与えないものであるため、支障ないと認めら

れたものでございます。 

  また、線路内の反射により、有線テレビジョン放送間において検知される影響はない

ものであるため、こちらも支障ないと認められるものでございます。 

  その他の各項目についても技術的条件に適合しており、問題ないものと認めておりま

す。 

  飛びまして７ページからの、経理的基礎及び技術的能力の基準でございます。まず、

経理的基礎につきましては、工事費及び建設資金の調達につきましては、自己財源、起
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債及び補助金により調達することとしておりまして、特段問題ございません。また、事

業収支見積につきましては、輪島市が行ったケーブルテレビに関するアンケートの結果、

約■％が利用したいと回答しておりまして、さらに近隣の自治体が運営するケーブルテ

レビの加入者数なども参考に、加入者数を算出しておるなど、支出項目の積算根拠が明

確かつ合理的に示されていて、事業運営に支障はないと認められたものでございます。

さらに資金計画につきましては、収支の見積もり及びバランスにかんがみて適切である

と認められ、また、地方債の返済についても、着実に返済を行う計画となっており、問

題ないと認めました。 

  技術的能力についてでございますが、施設の設置工事及び保守等については、ケーブ

ルテレビ工事及び保守に実績のある事業者、具体的にはパナソニックＳＳエンジニアリ

ングが予定されておりますが、そこに委託する予定であり、保守体制については同社が

緊急保守にも対応できる体制を、十分な要員を確保の上構築する予定となっておりまし

て、問題ないと認めております。 

  それから、８ページ、第８条の施設設置の適切性についてでございます。当該施設は、

輪島市において、地上波の再送信、多チャンネル放送サービスを可能にするとともに、

行政情報や地域行事情報を扱うコミュニティチャンネル等の自主放送や、インターネッ

トサービスの提供等により、情報格差の是正や難視聴対策に資するものでありまして、

当該施設の設置は必要かつ適切であると認められるものでございます。 

  また、申請者は地方公共団体でございますが、他に当該区域に施設を設置する者はな

く、ケーブルテレビの設置についての住民の強い要望があるものと認められますことか

ら、地方公共団体が当該施設を設置することの適切性に対しても問題がないと認めてお

ります。 

  なお、本件の施設の設置申請に関しましても、有テレ法第４条第２項に基づきまして

石川県知事の意見を聞いてみましたところ、一番後ろと一番後ろから２枚目に添付しま

したとおり、問題はないという回答を得ておるところでございます。 

  以上の審査等におきまして、有テレ法第４条第１項の規定に適合し、かつ第５条の欠

格事由には該当していないと認めて、諮問させていただいたところでございます。よろ

しくお願いいたします。 

○根元部会長  それでは、ただいまの報告に関しまして、ご質問、ご意見ございました

ら、お願いします。 

－23－  



○関根部会長代理  こちらの輪島市のほうは、どうして今時ＨＦＣなのかなということ

と、それから、自己財源が１７万円というのが、あまりにもかわいらしい金額ではない

のかなと疑問に思っております。加入者数はかほく市とそれほど変わらないのですが、

場所が広いがゆえにこれだけ大きな設置費用がかかってしまうのだろうと予測はするの

ですけれども。そして、これ■年間で差引収益金がずっとゼロという形になりますよね、

黒字転換してくれないのかなというところが少し不安な気もしてしまうのですが、その

あたりを教えていただければと思います。 

○藤島地域放送課長  最初の、なぜＦＴＴＨではなくてＨＦＣかということですが、今

おっしゃられましたように、全体として面積が広いということもあって、全体事業費が

どうしても高くなってしまうということがありますので、極力事業費を安く上げようと

いうことで、先ほど技術企画官のほうから説明がありました、よりイニシャルコストの

低いＨＦＣの方を選んだと承っております。 

  それから、１７万円のお話ですが、農水省の補助金以外に、こちらの方は、先ほどの

かほく市が合併特例債という起債だったのに比べ、過疎債という起債でありまして、こ

の過疎債というのは、地方の条件が極めて厳しいところに対しての起債であるわけです

が、非常に充当率、事業費において起債が認められる率が非常に高い地方債になってお

ります。その結果、自己資金がほとんど無しでできてしまうという状況であります。 

  それから、経営につきましては、さきほど申し上げたとおり事業費を抑えたり、ある

いは、ごらんになってお分かりになると思いますが、結構高い利用料を自治体にしては

取っておるかなというところもあるわけで、かほく市は、すぐ近くに金沢市という大き

なところがあって、そこにいろいろとお願いできるわけですけれども、輪島市の方は自

力で全部やらないといけないということで、なかなか、正直言って楽ではないかなとい

うところがあると想像いたしますが、この事業計画を見る限り、それでも何とか■年間

で黒字転換をしようというところでございますので、頑張っておられるのかなと思って

おります。 

○大谷委員  関係する質問、よろしいでしょうか。当初、加入者が少ない段階では、一

般会計負担金のほうが出ていく予定になっているわけですが、思ったほど加入者が伸び

なかった場合には、差引収益金をゼロにするために、一般会計からの負担金が思った以

上に増えてしまうということで、なかなか予想どおりにならないという展開も懸念され

るのかなと思ったときに、既に地震などもあって、一般財源のほうも非常に苦しいとい
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うか、今までの予測を超えてさまざまな支出が予測されている中で、これだけの事業へ

の補てんというか、一般会計からの負担というのが順当にできるのかどうかという見通

しについては、ここで意見をまとめてもどうかなとは思いますが、そのあたりの不安は、

ご担当の中にはないのでしょうか。 

○藤島地域放送課長  まず、お話しになられました地震の影響、先日、マグニチュード

６.９という極めて大きな地震の被害を受けて、まず、そもそも、この事業の計画、こ

れは当然、地震の前に既に申請があったわけですから、どうかという話を輪島市にも確

認いたしました。とりあえず、この地震の影響は今のところないと輪島市は申しており

まして、むしろ頑張ってやりたい、と。とりわけこういうものを設置しておくことが、

まさに災害時の被害軽減という上では極めて重要なものでありますので、頑張ってやり

たいと伺っております。 

  加入率の問題につきましては、確かに自治体によっては苦しいところも実際にありま

すので、これはまさにその事業を実施する市のこれからの努力にかかっておると考えて

おります。 

○長村委員  収支見積もりのところで、輪島市のほうは、積立金を計上されているでし

ょう、■年目、■年目、■年目。あえて収益金をゼロにされていますよね。この積立金

の目的は何なのか。この部分がかほく市と違いますね。 

○事務局  失礼いたします。輪島市の場合は、今回特に特別会計にしておりまして、要

するに、収支ゼロをつくるような特別会計としております。積立金は、今後の機器更改

等に充てるように積み立てていこうというものです。今後の機器更改等に備えておこう

というのが積立金でございます。 

○長村委員  では、あえて、要は収益を上げない、トントンでいいと。 

○事務局  会計上、ゼロにしているということです。 

○根元部会長  ゼロにせざるを得ない。 

○藤島地域放送課長  市が直接営む事業であるためでございます。 

○長村委員  輪島市のほうが、かほく市よりもかなり厳しいですね。 

○藤島地域放送課長  地域的に見て輪島市の方が厳しいかなというところはございます。 

○根元部会長  ほかにございませんか。 

  それでは、特にまたご質問、ご意見ないようですので、諮問第１１６８号につきまし

ては、諮問のとおり許可することが適当である旨、答申を行うことにしてはいかがかと
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思いますが、よろしいでしょうか。 

（「はい」という声あり） 

○根元部会長  よろしければ、そのように決定することといたします。 

 

閉  会 

 

○根元部会長  以上をもちまして本日の会議を終了したいと思います。 

  次回の日程は、別途、確定になり次第、事務局からご連絡を差し上げますので、皆様

方にはよろしくお願いしたいと思います。どうもありがとうございました。 

 

 

── 了 ── 

 

 

本部会にて配付された資料をご覧になりたい方は、総務省ＨＰにおいて公開 

しておりますのでご覧ください。【配付資料】 

 

担当：総務省情報通信政策局総務課情報通信審議会係 徳部、頓所 

電話  ０３－５２５３－５６９４ 

ＦＡＸ ０３－５２５３－５７１４ 

メール t-council@ml.soumu.go.jp
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情報通信審議会 有線放送部会（第１５回）議事録

第１　開催日時及び場所

　　　平成19年3月30日(金)　17時00分～18時20分


　於、総務省8階第1特別会議室


第２　出席した委員（敬称略）


根元　義章（部会長）、関根　千佳（部会長代理）、大谷　和子、


長村　泰彦、根岸　哲


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上５名）


第３　出席した関係職員

(1) 情報通信政策局　


藤島　昇（地域放送課長）、本間　祐次（地域放送課技術企画官）


(2) 事務局


松村　浩（情報通信政策局総務課課長補佐）


第４　議題（(1)は公開、(2)は非公開。）


(1)  報告事項


ア．有線テレビジョン放送法第26条の２ただし書（諮問を要しない軽微な事項）に係る有線テレビジョン放送施設の設置の許可状況等について


イ．ケーブルテレビの現状について


ウ．「ケーブルテレビシステムの技術的条件」のうち「FTTH等の伝送帯域の拡大に伴うBS-IF等パススルー伝送並びに情報源符号化方式及び伝送路符号化方式の高度化に関する技術的条件」について


【平成19年3月28日情報通信技術分科会一部答申（諮問第２０２４号）】

(2)  諮問事項


　　  ア．石川県かほく市の有線テレビジョン放送施設の設置許可について


【諮問第１１６７号】


イ. 石川県輪島市の有線テレビジョン放送施設の設置許可について

　　　    【諮問第１１６８号】


開　　会


○根元部会長　　それでは、ただいまから情報通信審議会有線放送部会、第１５回の会議を開催いたします。


　　本日は、委員全員が出席されておりますので、定足数を満たしております。


　　また、本日の会議は、情報通信審議会議事規則第９条第１項第２号、有線テレビジョン放送法第２６条の２、第１号、第３号、及び第４号に掲げる事項に関する審議の規定によりまして、一部非公開にて行います。したがいまして、傍聴者の方々には、非公開とする議題が始まる前に退室していただくことになりますので、よろしくお願いしたいと思います。


議　　題


（１）報告事項

ア．有線テレビジョン放送法第２６条の２ただし書き（諮問を要しない軽微な事項）に係る有線テレビジョン放送施設の設置の許可状況等について


○根元部会長　　それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいりたいと思います。本日の議題でございますが、報告事項が３件、諮問事項２件、計５件でございます。


　　それでは、初めに、有線テレビジョン放送法第２６条の２ただし書き（諮問を要しない軽微な事項）に係る有線テレビジョン放送施設の設置の許可状況等につきまして、総務省からご報告をお願いしたいと思います。


○藤島地域放送課長　　それでは、お手元にございます右肩に資料１５－１と四角で囲んである資料、「有線テレビジョン放送法第２６条の２ただし書き（諮問を要しない軽微な事項）に係る有線テレビジョン放送施設の設置の許可状況」について、ご報告をさせていただきたいと存じます。


　　この許可状況でございますが、これは、１万端子未満の有線テレビジョン放送施設でありまして、各総合通信局において許可をすることとされておりますので、その各総合通信局で許可をした件数でございます。資料にございますとおり、平成１８年７月１日、これは前回の情報通信審議会有線放送部会が開催された月でございますが、それから、平成１９年３月３０日、本日までに許可された件数は、合計で１２件でございました。


　　ちなみに、ここでは都道府県ごとに記載しておりますけれども、総合通信局別で言いますと、関東が１件、信越が２件、北陸が１件、東海が２件、近畿が２件、四国が１件、九州が３件、全国比較的満遍なくという格好になっております。


　　以上でございます。

○根元部会長　　ただいまのご報告につきまして、ご質問、ご意見はございますか。


　　各総合通信局での処理ということでございます。よろしゅうございますか。


　　どうもありがとうございます。それでは、本報告を了承いたします。


イ．ケーブルテレビの現状について


○根元部会長　　続きまして、ケーブルテレビの現状について、総務省からご報告をいただきたいと思います。


○藤島地域放送課長　　それでは、続きまして、横長の資料、資料１５－２、「ケーブルテレビの現状」と書いた資料に基づきまして、ケーブルテレビの現在の状況について、概略をご説明させていただきたいと思います。


　　まず１ページでございますが、ケーブルテレビの施設及び事業者数について掲げさせていただいております。平成１８年３月末現在で施設数が７万４,９４０、事業者数が４万２,９７１となっておりまして、内訳は下のとおりでございます。これは、前回の有線放送部会と同じ数字となっておりまして、今回初めての委員の皆様におかれましては初めての数字かと思います。前回と同じということで申しわけありませんが、ご了承願いたいと存じます。本年６月ごろに平成１８年度の統計が確定する見込みとなっております。


　　次がケーブルテレビの加入世帯数・普及率の推移でございます。前回の有線放送部会が昨年の７月２８日に開催されております。そのときには、１,９１３万世帯ということで、右から２番目のこの棒グラフの資料、これが平成１７年度末の数字になりますが、ここまでご報告させていただいたところでございます。今般昨年１２月末の数字が出ました。それによりますと２,０５０万世帯というふうに２,０００万世帯を超え、また、普及率につきましても、これは住民基本台帳の世帯数を分母にした推計値でありますけれども、４０.１％ということで、４０％の大台に乗り、２つの数値が大台に乗ったというところが状況でございます。


　　それから、今のは全国のトータルの数字でございますが、各都道府県におけるケーブルテレビの普及率について図示したものが３ページでございます。色分けして、赤が一番普及率の高いところで、以下、ピンク、水色、緑、黄色と行くに従って普及率は下がっていっている状態であります。このデータは平成１８年１２月現在のものになります。本年６月をめどに平成１８年度の統計を確定した新しいデータを出したいと考えておるところでございます。おそらく平成１８年度末の傾向としても基本的にこういうことでありまして、非常に高いところにつきましては、ここで言う山梨県ですとか三重県、この辺りにつきましては８０％以上という状況です。一方、特に北の方を中心に、普及率がいま一つ伸びない地域もあることが伺えるかと存じます。


　　それから、４ページ目が有線テレビジョン放送施設の新規許可状況についてということで、冒頭、資料１５－１で説明した施設では１２施設ありましたけれども、これに４番目の東近江ケーブルネットワーク株式会社、これはご覧いただいてわかるとおり、３万８,８４４端子ということで、前回の有線放送部会でご審議いただいて、ご了承いただいた施設であり、この1施設を加えまして、昨年の部会から現在までで新たに１３施設が許可になったところでございます。


　　次が５ページ目、過去５年間の経営状況の変化ということで、これは昨年９月１３日に報道発表をした資料をここに掲げさせていただきました。経営状況は、全体として、グラフをご覧いただいてお分かりのとおり、非常に改善しております。平成１３年度には、単年度赤字・累積赤字が３０.９％あったところが、平成１７年度では２０.３％と１０ポイント以上下がっており、それとは対照的に単年度黒字・累積黒字という水色の部分が、２８.０％から４８.２％と、こちら２０％改善して、累積赤字を一掃し、健全経営をやっておるというのが、全体の約半分を占めておる状況でございます。


　　次が６ページになります。電気通信役務利用放送事業者（有線）の登録状況についてでございます。有線テレビジョン放送法におけるケーブルテレビ事業者というのは、自前の設備を使って有線テレビジョン放送を行う事業者でございますが、ここに掲げさせていただいております電気通信役務利用放送事業者というものは、通信事業者の光ファイバ回線など電気通信役務の提供を受け、その電気通信役務の提供を受けた施設を使って有線放送を行う事業者でございます。こちらのほうは、有線テレビジョン放送法ではなく、タイトルにあります電気通信役務利用放送法という、別の法体系で規律されることになっておりまして、こちらは登録制度となっております。この登録を受けた事業者につきましては、前回の有線放送部会の時点では、ここの下から４分の１ぐらいのところにあります、近鉄ケーブルネットワーク株式会社、これが平成１７年９月２６日に登録を受けた者で、ここまでであったのですが、これに新たに豊島ケーブルネットワーク株式会社が加わって、１６事業者から１７事業者に増えたところでございます。ちなみに、上の従来方式と書いてありますものが、有線テレビジョン放送で使っている普通の電波、ＲＦを流しております。要するに電気通信役務の提供を受けた回線で普通の有線放送の電波を流しておるものになります。それから、下のＩＰマルチキャスト方式と書いておりますのは、インターネットプロトコルを用いた形式で放送を行っておるという違いがございます。


　　甚だ簡単ではございますが、以上がケーブルテレビの現状でございます。

○根元部会長　　ありがとうございました。ただいまご説明いただきましたけれども、ご質問、ご意見はございますか。


○長村委員　　１つ教えてほしいのですが、３ページの日本地図で、特に福島とか鹿児島はべらぼうに低いでしょう。この辺、どういう背景があるのか教えていただけますか。


○事務局　　失礼いたします。逆の発想で、高いところを申し上げますと、そういったところでは、１つには、自治体と申しますか、首長が、今後のデジタルディバイドの解消という観点から、ケーブルテレビを中心にやっていこうとケーブルテレビの整備を積極的に推進され、そういったところは非常に整備率・普及率が高くなってございます。


　　低いところについて、大変申しわけございませんが、精査したことはございませんが、それとの比較からすれば、ケーブルテレビというよりも、通信インフラを活用する、そういうご意向が強いのかなというふうに、推測いたしております。

○藤島地域放送課長　　想像の話でしかないのですけれども。


○長村委員　　次回までに教えてもらえますか、極端なのでね。


○藤島地域放送課長　　若干、雑談ベースでは伺うことがあるのですが、やはり東北のほうは地形的な条件が１つ大きく、ケーブルテレビを敷設するのにコストがかかり、なかなか事業の採算性が取れないといったお話を伺うことがございます。そういった意味では、鹿児島というのも、離島が多いとか、山岳が多いとか、ケーブルを引くのに必ずしも向いてないのかもしれません。それに加え、県民性と言いますか、視聴習慣の問題で、一方はいろいろなテレビを見たい、一方は別に受けられる電波だけを見ていれば良いという違いがあるのかもしれません。ただ、いずれにしても、科学的なデータではございません。申し訳ありませんが。折りを見て調査をさせていただきたいと思います。

○長村委員　　お願いします。


○関根部会長代理　　私もこれは質問したかったことの１つです。全国では今、４割を超えていますよね。この数字自身は、随分進んできたなという印象でとてもすばらしいと思うのですが、欧米に比べるとまだまだ少ないという気がいたします。これを国として、全体的に、何年度までにどれくらいに持っていきたいとか、そういう目標値のようなものはございますか。また、そのための方策のようなものがあったら教えてください。

○藤島地域放送課長　　特にケーブルテレビだけということでは目標値を立てておりません。ご存じのとおり地上デジタル放送は、アナログ放送が停波される２０１１年までに、９９％まで視聴可能にする目途が立っておるというところですが、これを限りなく１００％にするというのが１つの目標です。


　　もう一つ、２０１０年までに、ブロードバンド・ゼロ地帯を解消させるにあたって、ケーブルテレビはいわばそのツールの１つとして位置づけられておりまして、ケーブルテレビ単独でこうしようという数値目標は決めてはおりません。ただ、一応の見通しとして、アナログ放送が停波される２０１１年までに加入世帯２,３００万世帯くらいまで行くのではないかという予測を立てております。その２,３００万全世帯全てにおいて地上デジタル放送を見ることができる体制に持っていくようにしよう、そのような努力を業界団体と一緒に続けさせていただいておるところです。ケーブルテレビでなくとも地上波が受かれば、それで構わない、あるいは通信事業者がインターネットを引いてくれればそれで構わないということで、それはそれで良いものと考えております。ケーブルテレビを敷設するのが一番効率的で望ましいところについては、極力ケーブルテレビでということを考えております。


　　補助金の政策なども、一昨年くらいまでは全部別々に、ブロードバンド用、ケーブルテレビ用とあったのですが、むしろ最近では一体化して、市町村がどれを使って行うことが、一番地上デジタル放送を普及させ、あるいはブロードバンド・ゼロ地域の解消を実現するのに良いのかを市町村に考えていただいて、そのメニューに沿ったご提供をしようというのが今の国のスタンスでございます。

○関根部会長代理　　そうですね。私も、どちらかと言うと、ケーブルテレビはブロードバンドのためのツールであるというイメージがあったために、福島では、ほかのツールが何かあるのであれば構わないのでしょうけれども、そうでないと大変かなと、ちょっと心配してしまったものですから。ありがとうございました。

○根岸委員　　ちょっと単純な興味のある質問なのですけど、なぜ最近になって黒字になってきたかというか、そういう背景というのがあるわけでしょうね。


　　それから、私も質問しようと思っていたのですが、何か国としてこの普及を促進しているのか。要するに、こういう表を出して、どこどこ何％とか言うと、少ないところは何かおくれているかのような、そういうことではないわけですよね、これは単に客観的にこうなっているだけであるということで理解してよろしいのですよね。


　　それから、自主放送と再送信のみとありますが、この区別もちょっと教えていただけますか。再送信のみであれば、要するに自前でやらないというわけでしょうが、これは難視聴ものとは直接結びつかないというか、ちょっとそういう関係をご説明ください。

○藤島地域放送課長　　まず１つ目の経営状況についてでございますが、これはインターネットのサービスが、かなり収益源として育ってきたというのが大きいと聞いております。ざっくりと言いますと、最近は、放送サービスの加入料が半分、インターネットのプロバイダ料金が半分という収益源になっていると伺っております。また、古くから始めたところにつきましては、減価償却が終わって、いよいよ利益回収の時期に入ってきたところもあると聞いております。


　　それから、再送信のみというのは、おっしゃるとおり、難視聴をベースに、まさに地上波が受からないところをケーブルで再送信のみを行っているというものでございます。自主放送というのは、俗に言うコミュニティチャンネルという、地域ローカル番組をみずから作成して、そこで放送する、あるいは多チャンネル、ＢＳやＣＳでも出ているような委託放送番組を購入して放送する有料チャンネルといった、多チャンネルの付加価値サービスのあるものが自主放送として位置づけられておるものでございます。


　　ですから、再送信のみというのは、基本的に、まさにおっしゃるように、純粋に難視聴対策のみというお考えでよろしいかと思います。

○根元部会長　　私、東北ですけどね。東北の人はあきらめているのではないかと、いやいや、もう来ないものだと思っているところが多いような気がします。東北の人に情報化で期待することは何ですかと聞くと、東京と同じチャンネルを見たい、これは大分昔と変わらないのですよ。だから、民放の何チャンネルか見れなくとも、そんなものだと思ってあきらめているのですよ。あきらめている理由は、過疎だということと、それから、工事費がかかるなどの理由から、我々のところには来ないのだろうと思っているのと思います。今日のデータを見ると、同じような条件だと、おそらく長野も山間地で工事費が大変でしょう。そういうところでうまく行って、それから、経営のやり方で黒字になっているという良い例を東北に見せていただける有難いですね。ブロードバンドにつながりますから、このような積極的なデータというのを、何か将来に向けた資料となるといいような気がしますよね。でないと、さっき意見が出ましたけれども、デジタルディバイドというのがどんどん広がってしまう可能性ありますので。地域特性をよく考えていただいて、それを打破するような資料になるといいなと思います。難しいでしょうけれども、ご検討いただければと思います。


　　ほかにございませんか。よろしゅうございますか。


　　どうもありがとうございました。それでは、特段ほかにご意見ございませんので、本報告を了承したいと思います。

ウ．「ケーブルテレビシステムの技術的条件」のうち「ＦＴＴＨ等の伝送帯域の拡大に伴うＢＳ－ＩＦ等パススルー伝送並びに情報源符号化方式及び伝送路符号化方式の高度化に関する技術的条件」について


○根元部会長　　次でございますが、「ケーブルテレビシステムの技術的条件」のうち「ＦＴＴＨ等の伝送帯域の拡大に伴うＢＳ－ＩＦ等パススルー伝送並びに情報源符合化方式及び伝送路符合化方式の高度化に関する技術的条件」について、総務省からご報告をお願いしたいと思います。


○本間地域放送課技術企画官　　これにつきましては、私からご説明させていただきたいと存じます。


　　これは、最近、ケーブルテレビにいろいろと新しい技術が導入されてきておりますことから、それに伴います有線テレビジョン放送法などの技術基準を改めるために、情報通信審議会情報通信技術分科会に昨年９月に諮問いたしましたところ、一昨日ご答申をいただいたものでございます。この答申に基づきまして、以後、技術基準を改正する場合には、こちらの有線放送部会に諮問することとなっておりますので、今般、このご答申をいただいた内容につきまして、ご報告させていただくものでございます。


　　中身が技術で複雑なものですから、まず、最後の１１ページにケーブルテレビの現在のネットワーク、これでもちょっととっつきにくい絵かと思うのですけれども、お示ししてございますので、まずこれに基づきまして、簡単に、ケーブルテレビのネットワークの構成についてご説明させていただきたいと存じます。


　　左のほうのアンテナがいろいろついているものがケーブルテレビ局だとお考えいただきたいと思います。ヘッドエンドという言葉がそこに書いてあろうかと存じます。ヘッドエンドと申しますのは、有線テレビジョン放送法上の用語ですけれども、地上のテレビ、あるいは衛星のテレビ放送などを受信いたしまして、それを受信者がつながっておるケーブルテレビのケーブルのほうに送出する設備、これをヘッドエンドと称しております。そのケーブルを各家庭までつなぐ場合に、ＨＦＣと称している方式と、ＦＴＴＨと称している方式の主に２つの方式がございます。図の上の部分がＨＦＣで、これはハイブリット・ファイバ・コアキシャルの略でございまして、光ファイバと金属でできております同軸ケーブルの複合でネットワークを張るという意味でございます。ケーブルテレビ局から幹線部分はたくさんの情報が送れるように光ファイバを敷設いたしまして、途中のノードアンプと呼ばれるところで光信号を電気信号に変換いたしまして、以下、配線をどんどんとばらしていくところは同軸ケーブルで張るという構成、これが現在のケーブルテレビで一般的な構成になっております。


　　このような場合、大容量伝送ができる光ファイバと、コストが安い同軸ケーブルを組み合わせるということで、全体的に経済的なネットワークを構築できるというメリットがございます。


　　これに対しまして、家庭の引き込み線の手前までずっと光ファイバで構成してしまうというのがＦＴＴＨ、ファイバ・トゥ・ザ・ホームの略でございますが、という構成でございまして、現在この構成を用いたケーブルテレビも徐々に導入が進んでおります。こちらは各家庭まで大容量の情報伝送ができるということとか、初期コストは少々高くなるのですけれども、ランニングコストが同軸ケーブルよりも安くなるというメリットがありますほか、同軸ケーブルよりも長距離伝送に適しておりますので、地方、山間部などの場合には、最初からＦＴＴＨのほうがコストが安くなる部分も出てきておりまして、地域的には、例えば、中国地方とか四国地方などでは最近ＦＴＴＨを新設で採用する例が多くなってきています。また、このＦＴＴＨの場合に、光ファイバの信号を家庭内の同軸ケーブル向けの信号に変換する装置、Ｖ－ＯＮＵ、ビデオ・オプティカルネットワークユニットの略なのですが、これで変換いたしまして、テレビまでつなげておるという構成になっております。


　　これを念頭に置いていただきまして、１ページの説明に戻らせていただきたいと存じます。ただいま申しましたように、まず、背景といたしまして、ＦＴＴＨを採用するケーブルテレビ事業者が増えてまいったこと、それから、後ほどまた説明いたしますけれども、新しい技術としてＨ．２６４というものを用いた放送サービスが出てきております。また、ケーブルテレビで伝送するチャンネル数が増えてまいりましたこととか、ケーブルテレビ事業者があわせて提供しておりますインターネットサービスも、ブロードバンド化によってどんどん速度が増えてきていることによりまして、伝送路が逼迫してきておる、こういったことを背景にいたしまして、ＦＴＴＨ上でＢＳ－ＩＦパススルー伝送、これも後でご説明させていただきます、をやる事業者ですとか、Ｈ．２６４、あるいは新しい大容量伝送を可能とするような技術を取り入れたケーブルテレビシステムというものが実現可能になってきております。これに対応いたしました有線テレビジョン放送法や、役務利用放送法の技術基準を整備する必要があるということから、昨年の９月に情報通信技術分科会に技術的条件について諮問し、３月２８日にご答申をいただいたものでございます。


　　２ページがＢＳ－ＩＦパススルー伝送の説明でございます。左上が先ほどの説明でいきますとＨＦＣ、家庭まで同軸ケーブルで来ている場合のイメージでございまして、同軸ケーブルの場合には、従来のテレビ放送が送れればよいということで、テレビのＶＨＦとＵＨＦの帯域であります７７０メガヘルツまでのチャンネルしか送ることができません。これに対しまして衛星放送は、パラボラアンテナからテレビに入るところはこれより高い１ギガヘルツ付近の中間周波数、これをＢＳ－ＩＦと呼んでいるのですが、で送っております関係で、そのままですと衛星放送の信号を伝送することができません。したがいまして、従来のケーブルテレビですと、周波数を低いほうに変換したり、また、テレビのＢＳ放送のチューナーでは直接解読できないような形の信号に変換して伝送しておりました。そのため、右上にありますように、ケーブルテレビに加入しておりますご家庭では、ケーブルテレビのセットトップボックス、ＳＴＢと書いてあって、テレビの上に載っかっている機械につながっておれば衛星放送を見ることができたのですが、２台目、３台目のテレビですと衛星放送を見ることができませんで、また、お金を追加で支払って２台目のＳＴＢを設置するか、あるいはケーブルテレビに入っているにもかかわらずパラボラアンテナをつけなければ、衛星放送がそのテレビでは見られないという問題がございました。


　　これに対しまして、左下の図のように、光ファイバを用いたＦＴＴＨ方式のケーブルテレビの場合には、３ギガヘルツ付近までの周波数を送ることができますために、衛星放送の信号をそっくりそのまま変換せずに流すことができます。このＦＴＴＨのケーブルテレビに加入し、家庭の同軸ケーブルにこの光ファイバから信号を接続いたしますと、ＳＴＢが設置されていない２台目、３台目のテレビでも、ＢＳチューナーの端子に同軸ケーブルを差し込むことによって衛星放送を見ることができる、こういったサービスの向上が図られるという中身でございます。


　　３ページ目が残り２つの技術なのですけれども、左側がＨ．２６４というものでございます。これはデジタル放送におきまして、テレビの映像信号をデジタル信号に変換する技術の方式としてＨ．２６４というものがございます。現在のデジタル放送ですとＭＰＥＧ－２という方式によってデジタル信号に変換しておりますけれども、この新しい技術でありますＨ．２６４という技術を用いることによりまして、テレビの映像信号を半分ぐらいの少ない情報で送ることができます。これによりまして、高画質の映像を送る、あるいはより多チャンネルの映像を送ることができまして、衛星放送におきましても、スカパーというＣＳ放送の会社がございますけれども、こちらがこのＨ．２６４を用いて来年ごろにハイビジョンの放送サービスを開始する予定がございまして、それの再送信ができるようにケーブルテレビにおいてもＨ．２６４を適用可能にしようというものでございます。


　　右側が高能率伝送路符合化方式というものでございまして、こちらはケーブルテレビのケーブル上でデジタル信号を流すための流し方でございますけれども、これが従来は６４ＱＡＭという流し方にしておったものが、よりたくさんの情報が送れる２５６ＱＡＭという伝送方式を導入しようというものでございます。


　　４ページ目がＢＳ－ＩＦ、もしくはＦＴＴＨの導入状況でございますけれども、表とグラフでお示ししてございますけれども、一番右側を見ていただくとわかりますように、全国にケーブルテレビ事業者が５３０者ございますけれども、施設数で行きますと７６施設、１割強のケーブルテレビ事業者が既にＦＴＴＨを一部ないし全部の施設に入れております。その中でも、ＢＳ－ＩＦパススルーというサービスを導入している事業者が１６ということで、全体の２割程度既に入ってきているということでございます。最初のころは会社によりまして技術がまちまちでございましたが、このように導入がある程度進んでまいりまして、技術的にも統一的なものが確立したということから、今般、技術基準の規定が可能になったものでございます。


　　また、５ページ目がＨ．２６４でございますけれども、現在、携帯電話でワンセグ放送というものが受信できるようになってきておりますけれども、そのワンセグ放送にこの技術が利用されたり、あるいはインターネットですとか、次世代のＤＶＤなどに、このＨ．２６４が利用されております。これによりまして、先ほど申しましたようにＣＳ放送におきましても、来年をめどにハイビジョン放送が提供される予定になっておるものでございます。


　　６ページ目は２５６ＱＡＭでございますが、こちらはケーブルテレビのインターネットサービスでは既にアドバンスコープという会社が導入を行っておりまして、それ以外の会社も導入を検討しているところでございます。放送サービスでこの２５６ＱＡＭを導入している例はございませんが、今後、既存事業者の設備更新、あるいは新規事業者が設備を構築する際に導入されるということが想定されております。


　　その次のページが委員会の審議の状況でございまして、昨年９月に諮問いたしました後、４回の委員会、また、その下に作業班がございまして、５回の作業班を開催いたしましてご答申をまとめていただきまして、また、パブリックコメントなども募集した結果、特にコメントはなかったというものでございます。


　　８ページ目が委員会報告の中身でございますが、ＢＳ－ＩＦにつきまして、細かい数字は全部割愛させていただいておりますけれども、ヘッドエンド部分、テレビの差し込みのところの受信者端子の部分、それから、光ファイバの中の光の波長などの技術的条件、それから、光信号と電気信号を変換しますＶ－ＯＮＵという装置の部分の技術的条件などを規定しております。


　　９ページ目がＨ．２６４と２５６ＱＡＭですが、Ｈ．２６４につきましては、従来の有テレ法の技術基準で特段問題なく使用ができることを委員会において確認していただきました。また、２５６ＱＡＭ以外にももっと高度な伝送方式がございますけれども、とりあえず技術的に現在可能であることを２５６ＱＡＭについて確認できましたので、これについての信号伝送の技術的条件を規定していただきました。


　　１０ページ目がスケジュールでございますけれども、３月にご答申をいただきまして、以後、総務省におきまして、省令案の作成をいたしまして、これを４月から５月にかけてパブリックコメントに付す予定でございまして、それを経まして、６月をめどに有線放送部会に省令の改正案を諮問させていただきたいと考えております。またそのときには改めてご審議をよろしくお願いいたしたいと存じます。

○根元部会長　　それでは、ただいまの説明に関しまして、ご意見、ご質問ございましたら、お願いしたいと思います。


　　パブリックコメントというのは、法令についてのパブリックコメントですか。


○本間地域放送課技術企画官　　そうでございます。省令・告示などの場合は、基本的にパブリックコメントをかける手続をやっております。


○根元部会長　　技術的条件をこのような数値にするけど何か意見があるかという問い合わせ方をするのですね。

○本間地域放送課技術企画官　　はい、まず、審議会の技術的条件についても１回パブリックコメントを行いましたが、今度、それを省令に直すときにももう一回パブリックコメントをかけるという、２回の手続を経ております。


○根元部会長　　ご質問よろしいでしょうか。ＦＴＴＨになったら、この資料での基準でないとこの委員会としては認めないということですよね。

○本間地域放送課技術企画官　　実は、これは有線テレビジョン放送法などの規定ぶりがもうちょっと柔軟になっておりまして、標準的な方式としてこういう伝送方式を定めるという書きぶりになっておりまして、それ以外の方式を採用する場合には、その標準的な方式に干渉を与えないようにしてくださいという規定ですので、また新しい技術が出てきた場合には、それは個別に審査をして使用を認めることができるようになっております。


　　したがいまして、このＢＳ－ＩＦというものも今は技術基準がないのですが、既にご説明しましたように、十数社が導入しておりまして、それは個別審査で対応しておったんですが、個別審査というのは事業者にとっては申請の負担が大きくなりますので、技術基準を決めまして、申請の際に、これさえ押さえておけば許可がとれるということで、手続の負担軽減のためにも規定をしようというものでございます。


○関根部会長代理　　すみません、これはユーザーの側からすると、これまでの同軸からＦＴＴＨに切りかえた場合、どういうふうに変わるのですか。セットトップボックスは消えるというのはわかるのですけれども、ＦＴＴＨの場合は、何がどう変わるのかというのをちょっと教えてください。


○本間地域放送課技術企画官　　まず、一般のご家庭の中の配線は従来どおりアンテナ線ですので、家庭に持ってくるところが同軸ケーブルだったのが光に置きかわるので、ご家庭の中は、一見、物理的なものとしては何も変わらないのですが、送れる情報量が多くなりますので、例えば、ケーブルテレビ事業者が提供するチャンネルが今３０だったものが、６０、７０、８０というふうにたくさん増えるとか、インターネットサービスが今３０Ｍｂｐｓぐらいの速度だったものが、１００Ｍ、１５０Ｍという、もっと高速のサービスが受けられるようになるとか、サービスの中身が向上するという形で利用者の方に還元されるということでございます。

○関根部会長代理　　それはよくわかっています。私たちもＦＴＴＨを進める側にいるので。実際には、例えば、今、１台目しか映らないものが２台目、３台目が映るという話ですよね。具体的にはというか、テクニカルには、セットトップボックスが物理的に消えて、２台目以降をつなぐときには自分は何をすればいいのかなというのがよくわからなかったので、それで聞いたのですけれども。

○本間地域放送課技術企画官　　従来ですと、壁から来たアンテナ線をセットトップボックスに入れて、そこからビデオ端子を使ってテレビに入れていました。それを今度、テレビにアンテナ線をつなぐのに、地上のアンテナ端子と衛星のアンテナ端子と２つあるんですけれども、壁のアンテナからそれを２つに分配していただいて、テレビの地上アンテナの差し込みとＢＳアンテナの差し込みと両方に入れていただく、そうすると、直接テレビの内蔵チューナーで衛星放送も見ることができるようになるということです。


○関根部会長代理　　わかりました。ありがとうございます。

○根元部会長　　ほかにご意見、ご質問はありませんか。


○大谷委員　　すみません、興味本位で伺ってもよければ、ついでにいいですか。Ｈ．２６４が、国際的に標準化されたのが２００３年の５月というので、それが勧告として承認されてからしばらくたっているわけですが、それをやはり国内の技術基準にするまでの道程というのは、国内での技術ニーズがあるかどうかを見極めてから、一定の事業者がそれを利用し始めているという状況を受けて、しばらく様子を見てから基準づくりを進めるというのが、政策のやり方なのでしょうかという、従来の技術との変わり目で、どのぐらい迅速に対応するのが望ましいのか。なかなか標準的なものができても、それをどう取り組んでいくか、つき合っていくかという、何かそのスタンスのとり方って、とても難しいのだろうと思っておりまして。とにかく、圧縮技術というのは、少しでもいいものが出てくればどんどん取り入れてというのが世界的な方向だとは思うのですけれども、特に行政の側として、それはどういうスタンスで臨まれているのかを教えていただければと思います。


○本間地域放送課技術企画官　　行政といたしましては、事業者、あるいはその製品をつくるメーカーがまずそれを採用したいということが初めにありまして、それを利用した場合に、視聴者の方々に問題ないサービスが提供できるかを確認しながら制度に取り入れていくというプロセスを経ることになります。したがいまして、さっき申しましたように、審議会でご議論をいただき、また法令等に焼き直す際にご議論をいただくということで、ある程度、リードタイムは必要になってまいります。


　　あと、このＨ．２６４に関しては、またそれ以外に時間がちょっとあいた事情がございまして、２つほどあるのですけれども、１つは、まず、国際機関で標準化する場合には、いろいろな研究所で方式が検討されている段階から並行して標準化が始まります。したがって、技術として確立された段階で標準ができ上がるのですけれども、メーカーが製品をつくるのは、その標準ができてから製品ができるまでまた１年ぐらいリードタイムが必要になってまいりますので、そうしないと事業者も使えないということで、物づくりのリードタイムが１つございました。


　　それからもう一つは、この技術を開発した会社がパテントを持っておりまして、そのパテントを幾らお金を払ったら使わせるかということで、放送事業者とそのパテントを持っている会社の間で交渉が結構長引いたというのが、このＨ．２６４にはまた特有の問題としてございまして、それが解決しないと、日本の携帯電話向けのワンセグ放送もなかなか始まらないという話があったのですけれども、最終的には日本のスケジュールに影響がないような形でパテントの問題も解決したということでございます。

○大谷委員　　ありがとうございます。


○根元部会長　　ほかにご質問、ご意見ございますか。


　　それでは、ただいまいただきました報告を了承ということにさせていただきます。どうもありがとうございました。


　　次の議題の審議からは、議事規則第９条第１項第２号の規定によりまして非公開とさせていただきたいと思います。ここで傍聴者の方々は本会議室からご退室をお願いしたいと思います。


（傍聴者退室）


（２）諮問事項

ア．石川県かほく市の有線テレビジョン放送施設の設置許可について


【諮問第１１６７号】

○根元部会長　　それでは、引き続きまして、諮問事項の審議を進めてまいりたいと思います。諮問第１１６７号、石川県かほく市の有線テレビジョン放送施設の設置許可について、総務省からご説明をお願いします。


○藤島地域放送課長　　それでは、これから諮問事項の方に移らせていただきたいと存じます。２件ございまして、冒頭の報告事項でも申し上げました、１万端子以上の有線テレビジョン放送の施設の設置許可につきましては、本省のほうで許可をする、それに当たっては、情報通信審議会の諮問を経ることになっておりまして、本日はそれに該当する２件でございます。


　　両方とも今回たまたま石川県の事案でございますが、まず１つ目の、かほく市の有線テレビジョン放送施設の設置許可の方からご説明をさせていただきたいと存じます。資料１５－４でございます、本件は、かほく市から平成１９年２月２３日付けで、有線テレビジョン放送法第３条第１項の規定に基づき、有線テレビジョン放送施設の設置の許可について申請があったものでございます。これを技術的、あるいは法的な審査をいたしました結果、有線テレビジョン放送法第４条第１項各号許可の基準の規定に適合し、かつ５条各号欠格事由には該当していないことが認められましたため、同法第３条第１項の許可を与えることについて諮問をしたものでございます。


　　それでは、申請書に沿いましてご説明をさせていただきたいと思います。２枚めくっていただきまして、申請の概要についてでございます。申請者はかほく市、市長が油野和一郎様、人口が約３万５,０００人、石川県の第８番目の人口の都市でございます。設置を必要とする理由ですけれども、平成１６年３月の３町合併により新たに誕生したかほく市においては、旧町で受け継がれた歴史や文化を生かしつつ、新しい都市にふさわしい、市民が一体となった意識の醸成や町づくりを目指すとともに、高齢化や情報化の進展など、時代潮流に適応できる社会基盤の整備を進めていくことが必要となっているところでございます。このため、市みずから地域密着型の情報インフラとして、ＦＴＴＨ方式によるケーブルテレビ施設を設置し、これを活用して地上放送の再送信、多チャンネル放送、生活情報、行政情報などの公共サービスを実施することが求められているところでございます。施設区域でございますけれども、石川県かほく市の全域、約１万６００世帯に届けるべく整備するものでございます。


　　主たる設備の設置場所につきましては、地上アナログ・デジタル放送、ＢＳ放送、ＣＳ放送、及びＦＭラジオの受信空中線、及びヘッドエンド等を、金沢ケーブルテレビネット株式会社と供用し、また、かほく市庁舎にも地上デジタル放送受信空中線、及びヘッドエンドを設置します。


　　設置完了予定、及び施設の規模につきましては、平成２０年３月までに完成予定でございまして、平成２０年４月から放送サービスを開始する予定となっております。また、引込端子の数は１万３,１０４となっておるところでございます。


　　施工及び保守の方法につきましては業者に委託する予定、それから、放送内容につきましては、テレビ８８チャンネル、ラジオ５チャンネルを計画しており、テレビにつきましては、先ほど申し上げました自主放送、地上波再送信、ＢＳ再送信、ＣＳ再送信、ラジオについてはＦＭラジオを再送信する予定でございます。伝送路の形態及び使用する周波数につきましてはＦＴＴＨ方式とし、上限周波数は７７０メガヘルツとなっております。


　　なお、１０ページに別紙２として、周波数配列図を添付しております。分かりづらくて申しわけありませんが、参考にしていただきたいと存じます。


　　それから、２ページに移らせていただきます。事業の収支見積もりでございますが、事業収入においては、受信者からの契約料、及び利用料による収入を予定しているものでございます。また、事業支出は物件費として保守修繕費用、また、その他として、金沢ケーブルテレビネット株式会社との共用ヘッドエンドのため委託管理費等が支出されるものでございます。この計画によりますと、差引収益金は開局■年目から黒字の予定となっております。


　　建設資金の調達につきましては、総務省の平成１８年度情報通信基盤整備推進交付金、地方債、合併特例債、及び自己資金により調達するという計画となっております。


　　料金につきましては、契約料が３万１,５００円、引込工事費が５万２,５００円を予定しており、利用料は地上波再送信を中心とするサービスが毎月１,０５０円、地上波とＢＳ再送信を中心とするサービスが毎月１,５７５円、ＣＳ・ＢＳ放送を含めた多チャンネル放送サービスが毎月３,９９０円を予定しております。なお、開局から３年目までの加入者においては加入料を無料、工事費を２万１,０００円という割引を適用して、新規加入者を獲得していくという計画であります。


　　続いて、審査の結果等につきまして、３ページに記載しております。長くなりますので、簡単にご説明させていただきますが、本件申請につきまして、有テレ法第４条第１項の許可の基準及び第５条の欠格事由に関して審査した結果を表にまとめたものでございます。３ページ目に、欠格事由をまず書いておりますが、本件申請者は、有テレ法、及び有線ラジオ放送業務の運用の規制に関する法律の罰則等を受けたものではなく、欠格事由には該当しておりません。


　　それから、有線テレビジョン放送法関係審査基準第４条の施設区域についてでございますが、施設区域はかほく市全域をカバーするものであり、基準を満たしております。


　　第５条の施設計画の合理性及び実施の確実性についてでございますが、施設区域はかほく市全域であり、申請者が予測する需要の見込み、及び分布の状況等を勘案した上で設定されており、適切であると認めました。


　　次に４ページに移りまして、施設の設置において必要な道路占用、それから電柱の共架等につきましては、国土交通省、石川県、北陸電力、及び西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）等から既に承諾、または内諾を得ており、適切であると認められます。


　　それから、４ページから６ページにかけまして、技術上の基準について掲げさせていただいております。本施設はＦＴＴＨ方式でありまして、放送及び通信を別芯で送信するものでございます。有線テレビジョン放送法施行規則第２３条第１項に掲げる、有線テレビジョン放送以外の用途に使用されるものとしてＦＭ波がございますが、有線テレビジョン放送の受信に検知される影響を与えないものであるため、支障はないと認めました。また、線路内の光反射により、有線テレビジョン放送間において検知される影響はないものであるため、支障がないものと認めております。その他各項目につきましても技術的条件には適合しており、問題ないと認めております。


　　飛びまして７ページに移ります。経理的基礎及び技術的能力が審査基準の第７条でございます。まず経理的基礎につきまして、工事費及び建設資金の調達は、自己財源、起債及び補助金により調達することとしておりまして、特段の問題は認められませんでした。また、事業収支見積につきましては、かほく市が行ったケーブルテレビに関するアンケートの結果、約■％の市民が利用したいという回答を得ておりまして、さらに近隣の自治体が運営するケーブルテレビの加入者数なども参考に加入者数を算出するなど、必須項目の積算根拠が明確かつ合理的に示されており、事業運営に支障はないものと認められるものでございます。


　　さらに資金計画につきましては、収支の見積もり及びバランスにかんがみても適切であると認められ、また、地方債の返済についても着実に返済を行う計画となっており、問題ないと認められるものでございます。


　　技術協力につきましても、施設の設置工事、及び保守等については、地元においてケーブルテレビ工事、及び保守に実績のある事業者を選定して委託する予定であり、保守体制についても、緊急保守に対応できる実績のある事業者を選定し、委託する予定であり、問題ないと認められるものでございます。


　　審査基準の第８条、８ページになりますが、当該施設は、かほく市において地上波の再送信、多チャンネル放送サービスを可能にするとともに、行政情報や地域情報を扱うコミュニティチャンネル等の自主放送、あるいはインターネットサービスの提供等により、地方における情報格差の是正や、難視聴対策に資するものでありまして、当該施設の設置は必要かつ適切であると認められるものでございます。また、申請者は地方公共団体でございますが、他に当該区域に施設を設置するものがなく、ケーブルテレビ設置についての住民の強い要望もあると認められるものでございますから、地方公共団体が当該施設を設置することの適切性に関しても特段の問題ないものと考えております。


　　石川県知事に意見照会をいたしましたところ、別紙３、後ろから２枚目になりますが、知事の方から、申請のとおり、有線テレビジョン放送施設を設置することについて問題はないという回答をいただいております。


　　以上の審査等におきまして、有線テレビジョン放送法第４条第１項各号、許可の基準の規定に適合し、かつ同法第５条各号、欠格事由には該当していないと認めたもので、本日、諮問させていただいたところでございます。説明については以上でございます。

○根元部会長　　ただいまの説明に対しまして、ご意見、ご質問がございましたら、お願いしたいと思います。


　　地図を見ますと、かほく市と金沢市の間に町が２つありますね。そうすると、ヘッドエンドが金沢市にあってそれを共有するということで、ケーブルがほかの町を走りますよね、それは問題ないのですか。

○藤島地域放送課長　　特に珍しい話ではございません。


○根元部会長　　町から文句は出てないのですね。


○藤島地域放送課長　　ちなみに地図にございますけれども、水色のところは既にケーブルテレビサービスが行われておるところでございます。白のところがまだ行われていないところでございます。かほく市は、谷間にあったところですので、そういう意味では全く問題はないと思います。


○根元部会長　　■というのは良いですよね。普通は■という計画ですけれども。


　　それでは、特段ご質問ございませんようですので、諮問第１１６７号につきましては、諮問のとおりを許可するのが適当である旨、答申を行うこととしてはいかがかと思いますが、よろしゅうございましょうか。

（「異議なし」の声あり）


○根元部会長　　では、そのように決定させていただきたいと思います。


イ．石川県輪島市の有線テレビジョン放送施設の設置許可について


【諮問第１１６８号】

○根元部会長　　それでは、次に、諮問第１１６８号、石川県輪島市の有線テレビジョン放送施設の設置許可について、総務省からご説明をお願いしたいと思います。


○藤島地域放送課長　　それでは、続きまして、石川県輪島市の有線テレビジョン放送施設の設置許可についてご説明をさせていただきたいと存じます。本件は、輪島市から平成１９年２月２０日付で有線テレビジョン放送法第３条第１項の規定に基づき、有線テレビジョン放送施設の設置の許可について申請があったものでございます。これを審査いたしました結果、第４条第１項各号、許可の基準の規定に適合し、かつ、第５条各号、欠格事由の規定には該当していないと認められましたため、第３条第１項の許可を与えることについて諮問するものでございます。


　　同様に、別添資料に基づきまして、申請概要及び審査の概要についてご説明をさせていただきたいと存じます。


　　まず、資料１５－５の２枚めくった申請の概要でございます。申請者は輪島市、市長　は梶文明様、人口約３万３,０００人、石川県第１０の都市でございます。設置を必要とする理由でございますが、平成１８年２月の２町合併により新たに誕生した輪島市においては、旧町で受け継がれた歴史や文化を生かしつつ、新しい都市にふさわしい、市民が一体となった意識の醸成や町づくりを目指すとともに、高齢化や情報化の進展など、時代潮流に適応できる社会基盤の整備を進めていくことが必要となっておるところでございます。このため、市みずから地域密着型の情報インフラとして、ＨＦＣ方式によるケーブルテレビ施設を設置し、これらを活用し、地上放送の再送信、多チャンネル放送、生活情報、行政情報などの公共サービスを実施することが求められておるというところでございます。


　　施設区域につきましては、輪島市全域、約１万１,９００世帯を対象に整備をするものでございます。


　　主たる設備の設置場所につきましては、地上アナログ・デジタル放送、及びＦＭラジオの受信空中線、及びヘッドエンド等を輪島市の市庁舎に、また、地上アナログ放送、ＢＳ放送、及びＣＳ放送の受信空中線、及びヘッドエンド等を、門前町に設置をすることとしております。


　　設置完了予定、及び施設の規模につきましては、平成２０年６月までに完成予定となっておりまして、平成２０年７月から放送サービスを開始する予定でございます。また、引込端子の数は１万６,９８０となっております。施工及び保守の方法につきましては業者に委託する予定、それから、放送内容につきましては、テレビ５４チャンネル及びラジオ２チャンネルを計画しておりまして、テレビにつきましては、自主放送、地上波再送信、ＢＳ再送信、ＣＳ再送信、ラジオについてはＦＭラジオの再送信を放送予定でございます。


　　伝送路の形態、及び使用する周波数につきましてはＨＦＣ方式とし、上限周波数は７７０メガヘルツとなっております。なお、先ほど同様１０ページには、別紙の２として、周波数の配列図、何チャンネルに何の放送というものを添付しております。


　　次に、２ページの事業収支見積でございますが、事業収入におきましては、受信者からの契約料、及び利用料による収入を予定しておるものでございます。また、事業支出につきましては、物件費として保守修繕費等、また、その他として、課金処理費等が支出されるものでございます。本計画によりますと、差引収益金は開局■年目で黒字になる予定となっております。


　　建設資金の調達につきましては、農水省の平成１８年度農村振興情報基盤整備事業補助金、それから地方債、過疎債、及び自己資金により調達するものでございます。


　　料金につきましては、契約料が５万２,５００円、引込工事費３万１,５００円を予定しておりまして、利用料はアナログの地上波再送信を中心とするサービスが毎月１,０５０円、地上デジタル放送の再送信とＢＳ再送信を中心とするサービスが毎月１,５７５円、ＣＳ・ＢＳ放送を含めた多チャンネル放送サービスが毎月２,１００円を予定しております。なお、開局１年目の加入者におきましては、加入料を１万５００円、工事費を無料として、こちらも割引を行いまして、初期加入者を獲得していく予定としております。


　　次に、審査の結果について３ページから記載させていただいております。本件申請につきましては、有線テレビジョン放送法第４条第１項の許可の基準、及び第５条の欠格事由に関しまして、有線テレビジョン放送法関係審査基準に照らし審査をした結果を以下の表に掲げさせていただいております。まず、審査基準第３条の欠格事由につきまして、申請者は有線テレビジョン放送法、及び有線ラジオ業務運用規制に関する法律の罰則等を受けたものではなく、欠格事由には該当しておりません。審査基準第４条の施設区域につきましては、輪島市全域をカバーするものであり、基準を満たしております。


　　審査基準第５条の施設計画の合理性及び実施の確実性についてでございますが、施設区域は輪島市全域であり、申請者が予測する需要の見込み、及び分布の状況等を勘案した上で設定されており、適切であると認められたものでございます。


　　次に４ページで、施設の設置において必要な道路占用、電柱共架等につきましては、国土交通省、石川県、北陸電力、及びＮＴＴ西日本等からの承諾、及び内諾を得ているなど、適切であると認められます。


　　続いて、４ページから６ページにかけては、技術基準について記載させていただいております。本施設は、ＨＦＣ方式でありまして、基幹部分に光ファイバを持ち、光電気変換装置を介して、ユーザー宅への引き込みには同軸ケーブルを用いるものでございます。有線テレビジョン放送法施行規則第２３条第１項に掲げる、有線テレビジョン放送以外の用途に使用されるものとしてＦＭ波がございますが、これにつきましては有線テレビジョン放送の受信に検知される影響を与えないものであるため、支障ないと認められたものでございます。


　　また、線路内の反射により、有線テレビジョン放送間において検知される影響はないものであるため、こちらも支障ないと認められるものでございます。


　　その他の各項目についても技術的条件に適合しており、問題ないものと認めております。


　　飛びまして７ページからの、経理的基礎及び技術的能力の基準でございます。まず、経理的基礎につきましては、工事費及び建設資金の調達につきましては、自己財源、起債及び補助金により調達することとしておりまして、特段問題ございません。また、事業収支見積につきましては、輪島市が行ったケーブルテレビに関するアンケートの結果、約■％が利用したいと回答しておりまして、さらに近隣の自治体が運営するケーブルテレビの加入者数なども参考に、加入者数を算出しておるなど、支出項目の積算根拠が明確かつ合理的に示されていて、事業運営に支障はないと認められたものでございます。さらに資金計画につきましては、収支の見積もり及びバランスにかんがみて適切であると認められ、また、地方債の返済についても、着実に返済を行う計画となっており、問題ないと認めました。


　　技術的能力についてでございますが、施設の設置工事及び保守等については、ケーブルテレビ工事及び保守に実績のある事業者、具体的にはパナソニックＳＳエンジニアリングが予定されておりますが、そこに委託する予定であり、保守体制については同社が緊急保守にも対応できる体制を、十分な要員を確保の上構築する予定となっておりまして、問題ないと認めております。


　　それから、８ページ、第８条の施設設置の適切性についてでございます。当該施設は、輪島市において、地上波の再送信、多チャンネル放送サービスを可能にするとともに、行政情報や地域行事情報を扱うコミュニティチャンネル等の自主放送や、インターネットサービスの提供等により、情報格差の是正や難視聴対策に資するものでありまして、当該施設の設置は必要かつ適切であると認められるものでございます。


　　また、申請者は地方公共団体でございますが、他に当該区域に施設を設置する者はなく、ケーブルテレビの設置についての住民の強い要望があるものと認められますことから、地方公共団体が当該施設を設置することの適切性に対しても問題がないと認めております。


　　なお、本件の施設の設置申請に関しましても、有テレ法第４条第２項に基づきまして石川県知事の意見を聞いてみましたところ、一番後ろと一番後ろから２枚目に添付しましたとおり、問題はないという回答を得ておるところでございます。


　　以上の審査等におきまして、有テレ法第４条第１項の規定に適合し、かつ第５条の欠格事由には該当していないと認めて、諮問させていただいたところでございます。よろしくお願いいたします。

○根元部会長　　それでは、ただいまの報告に関しまして、ご質問、ご意見ございましたら、お願いします。


○関根部会長代理　　こちらの輪島市のほうは、どうして今時ＨＦＣなのかなということと、それから、自己財源が１７万円というのが、あまりにもかわいらしい金額ではないのかなと疑問に思っております。加入者数はかほく市とそれほど変わらないのですが、場所が広いがゆえにこれだけ大きな設置費用がかかってしまうのだろうと予測はするのですけれども。そして、これ■年間で差引収益金がずっとゼロという形になりますよね、黒字転換してくれないのかなというところが少し不安な気もしてしまうのですが、そのあたりを教えていただければと思います。

○藤島地域放送課長　　最初の、なぜＦＴＴＨではなくてＨＦＣかということですが、今おっしゃられましたように、全体として面積が広いということもあって、全体事業費がどうしても高くなってしまうということがありますので、極力事業費を安く上げようということで、先ほど技術企画官のほうから説明がありました、よりイニシャルコストの低いＨＦＣの方を選んだと承っております。


　　それから、１７万円のお話ですが、農水省の補助金以外に、こちらの方は、先ほどのかほく市が合併特例債という起債だったのに比べ、過疎債という起債でありまして、この過疎債というのは、地方の条件が極めて厳しいところに対しての起債であるわけですが、非常に充当率、事業費において起債が認められる率が非常に高い地方債になっております。その結果、自己資金がほとんど無しでできてしまうという状況であります。


　　それから、経営につきましては、さきほど申し上げたとおり事業費を抑えたり、あるいは、ごらんになってお分かりになると思いますが、結構高い利用料を自治体にしては取っておるかなというところもあるわけで、かほく市は、すぐ近くに金沢市という大きなところがあって、そこにいろいろとお願いできるわけですけれども、輪島市の方は自力で全部やらないといけないということで、なかなか、正直言って楽ではないかなというところがあると想像いたしますが、この事業計画を見る限り、それでも何とか■年間で黒字転換をしようというところでございますので、頑張っておられるのかなと思っております。

○大谷委員　　関係する質問、よろしいでしょうか。当初、加入者が少ない段階では、一般会計負担金のほうが出ていく予定になっているわけですが、思ったほど加入者が伸びなかった場合には、差引収益金をゼロにするために、一般会計からの負担金が思った以上に増えてしまうということで、なかなか予想どおりにならないという展開も懸念されるのかなと思ったときに、既に地震などもあって、一般財源のほうも非常に苦しいというか、今までの予測を超えてさまざまな支出が予測されている中で、これだけの事業への補てんというか、一般会計からの負担というのが順当にできるのかどうかという見通しについては、ここで意見をまとめてもどうかなとは思いますが、そのあたりの不安は、ご担当の中にはないのでしょうか。


○藤島地域放送課長　　まず、お話しになられました地震の影響、先日、マグニチュード６.９という極めて大きな地震の被害を受けて、まず、そもそも、この事業の計画、これは当然、地震の前に既に申請があったわけですから、どうかという話を輪島市にも確認いたしました。とりあえず、この地震の影響は今のところないと輪島市は申しておりまして、むしろ頑張ってやりたい、と。とりわけこういうものを設置しておくことが、まさに災害時の被害軽減という上では極めて重要なものでありますので、頑張ってやりたいと伺っております。


　　加入率の問題につきましては、確かに自治体によっては苦しいところも実際にありますので、これはまさにその事業を実施する市のこれからの努力にかかっておると考えております。


○長村委員　　収支見積もりのところで、輪島市のほうは、積立金を計上されているでしょう、■年目、■年目、■年目。あえて収益金をゼロにされていますよね。この積立金の目的は何なのか。この部分がかほく市と違いますね。


○事務局　　失礼いたします。輪島市の場合は、今回特に特別会計にしておりまして、要するに、収支ゼロをつくるような特別会計としております。積立金は、今後の機器更改等に充てるように積み立てていこうというものです。今後の機器更改等に備えておこうというのが積立金でございます。


○長村委員　　では、あえて、要は収益を上げない、トントンでいいと。


○事務局　　会計上、ゼロにしているということです。


○根元部会長　　ゼロにせざるを得ない。


○藤島地域放送課長　　市が直接営む事業であるためでございます。


○長村委員　　輪島市のほうが、かほく市よりもかなり厳しいですね。


○藤島地域放送課長　　地域的に見て輪島市の方が厳しいかなというところはございます。


○根元部会長　　ほかにございませんか。


　　それでは、特にまたご質問、ご意見ないようですので、諮問第１１６８号につきましては、諮問のとおり許可することが適当である旨、答申を行うことにしてはいかがかと思いますが、よろしいでしょうか。

（「はい」という声あり）


○根元部会長　　よろしければ、そのように決定することといたします。


閉　　会


○根元部会長　　以上をもちまして本日の会議を終了したいと思います。


　　次回の日程は、別途、確定になり次第、事務局からご連絡を差し上げますので、皆様方にはよろしくお願いしたいと思います。どうもありがとうございました。


──　了　──


本部会にて配付された資料をご覧になりたい方は、総務省ＨＰにおいて公開


しておりますのでご覧ください。【配付資料】

担当：総務省情報通信政策局総務課情報通信審議会係　徳部、頓所
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